
 

 

 

第 ３ 次

常総市地域情報化計画 
（２０１９年度～２０２３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常 総 市 
 

２０１９年 ３月 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ご あ い さ つ 

 

 

近年のＩＣＴ（情報通信技術）の進展は目覚ましく，

私たちが生活するうえで，もはや欠かすことのできない

存在です。 

このような中，国は「世界最先端デジタル国家創造宣

言・官民データ活用推進基本計画」を掲げ，ＩＣＴを最

大限活用した簡素で効率的な社会システムを構築し，国

民が安全で安心して暮らせ，豊かさを実感できる社会の

実現を目指しているところです。 

本市におきましても，平成１９年の「常総市地域情報

化計画」の策定以来，市民サービスの向上・高度化や効率的な行政運営の実現に向けて，

ＩＣＴの積極的な活用を進めてまいりました。この間にも，スマートフォンやタブレッ

ト等の急速な普及により，ＩＣＴの活用はますます身近な存在となり，さらに近年では

ＡＩ（人口知能）技術さえも私たちの生活に実装される状況となっています。 

これらの状況を踏まえ，この度，本市の情報化について今後５年間の方向性を示す

「第３次常総市地域情報化計画」を策定いたしました。 

この計画の基本理念は，『みんなでつくる みんなが主人公 これからの じょうそ

う物語』です。情報化の推進にあたっては，本市に暮らす住民ひとりひとりを主人公と

考え，それぞれの年代や環境に合った効果的なＩＣＴの活用を検討し推進してまいりま

す。 

最後になりましたが，当計画を策定するにあたり，皆様のご意見を反映するため実施

した，「情報化に関する市民アンケート」や「企業アンケート」，「事業所ヒアリン

グ」におきまして，貴重なご意見をいただきました市民の皆様をはじめ，協力団体の皆

様に対しまして厚く御礼を申し上げます。 

 

2019年3月                

 

   常総市長  神 達 岳 志      
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第１章 地域情報化計画の概要   

 

１ 計画の目的 

市では，地域情報化計画を策定し，市域の情報化を推進しています。 

この度，「第２次常総市地域情報化計画」の計画期間が終了することを受け，その後続計画

として，近年のＩＣＴの進展や市民ニーズ等，市を取り巻く環境変化を踏まえた新たな視点の

もと，「第３次常総市地域情報化計画」（以下「本計画」といいます。）を策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は，「じょうそう未来創生プラン」を上位計画とし，同計画の実現をＩＣＴの側面か

ら推進するための情報化の取組について示すものです。 

また，平成２８年１２月，官民が保有するデータ利活用のための環境を総合的かつ効果的に

整備するため，「官民データ活用推進基本法」（平成２８年法律第１０３号）が公布・施行され，

さらに，平成３０年６月には「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計

画」が策定されました。この中で，市町村に「市町村官民データ活用推進計画」を策定するこ

とを努力義務と定めるとともに，情報化計画が存在する場合には，「市町村官民データ活用推

進計画の構成」を取り入れることで「市町村官民データ活用推進計画」として活用できるとし

ていることから，本計画を，「市町村官民データ活用推進計画」としても位置付けます。 

 

■ 本計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

じょうそう未来創生プラン
（総合計画）

第２次常総市
地域情報化計画

市町村官民データ活用推進計画

第３次常総市地域情報化計画

総合計画を上位計画とし，各分野の情
報化関連諸施策（ＩＣＴ推進）の調整

施策・事業等
踏 襲

（官民データ活用推進基本法に基づき策定）
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３ 計画の期間 

本計画の期間は，２０１９年度から２０２３年度までの５年間とします。 

ただし，計画期間の５年間において，ＩＣＴの進展や市民ニーズ，国や県の動向に大きな変

化等があった場合は，必要に応じた見直しを行います。 

 

■ 「じょうそう未来創生プラン」と本計画の計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年

基本構想

前期基本計画

後期基本計画

第２次（前　回）

第３次（今　回）

第４次（次　回）

計画期間

じょうそう未来創生プラン
（総合計画）

地域情報化計画

※2028年まで継続
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第２章 市の情報化の取組 

 

１ 前計画期間中に実施した情報化の取組 

平成２６年度に策定した前計画では，すべての市民が情報化の恩恵を享受できるよう，「行

政の透明化」「市民協働」「官民連携」を基本原則として，これまで以上にＩＣＴを利活用す

ることで，まちの魅力を発信するとともに，市民相互の絆を深め，安心安全で快適な，活力

のある生活が送れるまちづくりを目指してきました。 

これらの取組については，本計画でも継続的に実施，拡充，見直し等を続けていきます。 

 

（１）安全安心を実現するための主な取組 

災害時に，正確な情報を迅速・確実に伝達するとともに，被災した方が安心して生活で

きるように，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２６年度 ・市内全域におけるデジタル防災無線の整備 

・Ｌアラート（災害情報共有システム）の運用開始 

・市ホームページの災害用ページの運用開始 

・公衆無線ＬＡＮの整備 

平成２７年度 ・メール配信サービスの運用開始 

平成２８年度 ・Ｙａｈｏｏ！防災情報アプリの運用開始 

・被災者支援システムの運用開始 

平成２９年度 ・戸別受信機等による情報伝達実証事業の実施 

平成３０年度 ・防災情報アプリの運用開始 

・被害認定調査システムの導入 

・り災証明書発行システムの導入 

 

（２）快適な生活を実現するための主な取組 

多様化するライフスタイルに対応し，いつでもどこでも行政サービスを受けられるよう

に，以下の取組を行いました。 

また，行政情報の充実・発信力強化を図るとともに，市に寄せられた意見・要望を，効

率的に行政運営に反映できるように，以下の取組を行いました。 
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実施年度 主な取組 

平成２６年度 ・市ホームページの更新 

平成２７年度 ・住民票等のコンビニ交付サービスの開始 

・市民の声データベースシステムの運用開始 

・市役所本庁舎，石下庁舎へのデジタルサイネージ（情報案内端末）の

設置 

平成２８年度 ・文化資源のデジタル化 

平成２９年度 ・子育てワンストップサービスの開始 

・クレジット収納サービスの開始 

平成３０年度 ・広報紙のデジタル化 

 

（３）地域産業の活性化に向けた主な取組 

観光施設・店舗情報の発信力強化を図るために，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成３０年度 ・観光周遊ガイドアプリ（ふらっと！２９４）の運用開始 

 

（４）教育を充実するための主な取組 

小中学校における，ＩＣＴを活用した教育環境の充実を図るとともに，生涯学習の一環

として，市立図書館のＩＣＴ化を推進するため，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２７年度 ・教育情報化推進計画の策定 

・教育用センターサーバ，校務用端末の更新 

平成２８年度 ・学校内サーバ，学習用端末の更新 

平成３０年度 ・図書館蔵書検索，予約システムの更新 

・図書館ホームページの更新 

 

（５）市議会の情報化を実現するための主な取組 

市民に開かれた議会，情報公開の推進を目指し，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２６年度 ・議会中継動画配信サービスの開始 

・電子採決システム，出退管理システムの運用開始 



 

― 5 ― 

（６）安全安心を実現する電子自治体構築に向けた主な取組 

市民の財産・プライバシーを守り，行政サービスを安全・確実に提供するために，以下

の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２８年度 ・インターネットと庁内ネットワーク分離の実施 

・いばらき情報セキュリティクラウドの運用開始 

平成３０年度 ・基幹業務システムへの生体認証の導入 

・基幹業務データの遠隔地分散保管の実施 

毎  年  度 ・情報セキュリティポリシーの見直し 

・情報セキュリティ内部監査の実施 

・緊急時対応訓練の実施 

 

（７）効率化を目指す電子自治体構築に向けた主な取組 

行政事務の効率化，経費削減及び環境負荷の低減を図るため，費用対効果を勘案しなが

ら，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２６年度 ・庁内ネットワークの更新，無線ＬＡＮの導入 

平成２８年度 ・介護認定審査会向けペーパーレス会議システムの運用開始 

平成２９年度 ・森林クラウドの運用開始 

・庁内向けペーパーレス会議システムの運用開始 

平成３０年度 ・基幹業務システムの更新 

毎  年  度 ・マイナンバー制度における業務フローの更新 

 

（８）電子自治体に必要な人材育成への主な取組 

職員の情報セキュリティ意識の向上，汎用ソフトウェアを活用した業務効率化を図るた

め，以下の取組を行いました。 

 

実施年度 主な取組 

平成２８年度 ・汎用ソフトウェアの基礎研修及び応用研修の実施 

毎  年  度 ・情報セキュリティ研修の実施 
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２ 市が現在行っている電子的な行政サービス 

市では，これまで様々な情報化の取組を行ってきました。 

以下は，現在市が行っているホームページや電子メール，ＳＮＳ等を通じて提供している

行政サービスですが，今後も必要に応じて提供方法の改善，拡充を行います。 

 

 

 

分類 Ｎｏ サービス名 概要 

ポータルサイト 

サービス 

（ホームペー

ジ） 

1 常総市ホームページ ・市の行政サービスの提供 

・情報の公開 

・イベント等の情報発信 

2 申請書ダウンロード ・各種手続きに係る申請書のダウンロードが

可能 

3 電子入札システム（茨城県建

設工事等電子入札システム） 

・茨城県建設工事等電子入札システムの共同

利用による入札手続きが可能 

・２４時間運用を実施 

4 電子申請・電子調達 ・インターネットを利用した各種申請手続

き・電子入札手続き等に対応 

・２４時間各種手続きが可能 

5 いばらき公共施設予約システ

ム 

・スポーツ施設の「空き状況照会」，「予約申

込」等が可能 

・携帯電話，スマートフォンも利用可能 

6 デジタルミュージアム ・歴史的資料のデジタル化によるインターネ

ット公開サービス 

7 いばらきデジタルまっぷ ・茨城県と県内市町村が共同で整備運営する

地図情報サービス 

8 防災マップ ・地震防災マップ，洪水ハザードマップ等，

各種防災関連マップを公開（PDF 形式） 

9 常総フィルムコミッション ・常総市の知名度アップと地域観光活性化を

図るため，映画・テレビドラマ等のロケー

ションを誘致することを目的としたＷｅｂ

サイト 

10 公式動画集 ・ＹｏｕＴｕｂｅで動画を配信 

・ＰＲ動画や市長メッセージ等の視聴が可能 

11 おでかけマップ ・簡易な地図情報サービス 

市が行っている電子的な行政サービス 
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・ホームページトップ画面から閲覧可能 

12 「暮らしの便利帳」電子書籍 ・パソコンやスマートフォン等のモバイル端

末から，「暮らしの便利帳」の閲覧が可能 

・ＰＣ版，ｉＰａｄ版，ｉＰｈｏｎｅ版，Ａ

ｎｄｒｏｉｄ版に対応 

13 市立図書館ホームページ ・施設利用案内の他，蔵書検索，貸出予約等

が可能 

14 常総市アーカイブス ・旧水海道市，旧石下町を含めた過去の広報

紙がインターネットで閲覧できるサービス 

メールサービス 15 メール配信サービス ・災害発生や災害対策に関する情報を配信 

16 緊急速報メールサービス ・市内の携帯電話に緊急性の高い災害・避難

情報を一斉配信するサービス 

・事前登録なし，無料サービス 

スマートフォン

アプリ 

17 防災アプリ ・防災行政無線からの緊急放送内容をお持ち

のスマートフォン等の画面に通知 

ＳＮＳ 

（ソーシャルネ

ットワークサー

ビス） 

18 常総市公式Ｆａｃｅｂｏｏｋ

（フェイスブック） 

 

・市の魅力や観光・イベント情報の他，災害

情報等を配信 

・ユーザーネーム：@joso.city  

19 常総市公式Ｔｗｉｔｔｅｒ 

（ツイッタ―） 

・市のイベント等の PR 情報や災害に関する

情報を発信 

・ユーザー名：@joso_kouhou 

・ＵＲＬ：

https://twitter.com/joso_kouhou 

その他 20 証明書コンビニ交付サービス ・マイナンバーカードを利用して，全国のコ

ンビニエンスストアで住民票の写し等の証

明書が取得できるサービスを展開 

21 公衆無線ＬＡＮサービス ・市役所利用者の利便性向上のため，公衆無

線ＬＡＮ「ＦＲＥＥＳＰＯＴ（フリースポ

ット）」サービスを提供 

22 議会映像配信 ・開催中の議会の生中継や過去に開催した議

会映像を配信 

・スマートフォン・タブレットからも視聴可

能 

23 防災行政無線テレフォンサー

ビス 

 

・直近の防災行政無線の放送内容を確認でき

るサービス 

・通話料は利用者負担 
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３ 電子自治体構築に向けた代表的な取組 

 

（１）統合型ＧＩＳの構築 

市では，平成２０年２月に統合型ＧＩＳ（「Ｊ－ＭＡＰ」）を構築し，市が保有している

情報をＧＩＳで管理し，庁内外で共有することで，事務の効率化やサービス向上に繋げて

います。これにより，市民の皆さまからの様々な問い合せに対する迅速な対応等が可能と

なっています。今後もさらなる改善を継続的に実施し，事務の効率化とサービス向上に役

立てます。 

 

（２）庁内無線ＬＡＮの構築 

    平成２６年度に建築した本庁舎開庁に併せ，庁内無線ＬＡＮを活用したネットワークの

整備を行いました。無線ＬＡＮを導入したことで，職員は庁内であれば，どこでもネット

ワークに繋がった環境で作業ができ，事務効率化に役立ちました。また，庁内のレイアウ

ト変更の際に生じるネットワークの移設等が不要になり，ネットワークを管理するうえで

簡素化が図られました。 

 

（３）総合窓口受付システムの構築 

平成２４年度に住民に最適な手続き案内を行うワンストップサービスを提供する総合窓

口受付システムを構築しました。 

    これは，基幹系業務システムを連携させることにより，窓口に来た市民の皆さまから直

接聞き取らなければならない項目を極力減らすことができるとともに，他の窓口で何度も

同じ聞き取りをすることを避けることを可能としたシステムです。これにより，待ち時間

の短縮や手続きの簡素化等，市民サービスの向上と事務の効率化が図られています。 
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４ 水害経験に基づく取組 

    市は，「平成２７年９月関東・東北豪雨災害」により甚大な被害を受けました。前述の「市

の情報化の取組」の「１ 前計画期間中に実施した情報化の取組」及び「２ 市が現在行って

いる電子的な行政サービス」に掲載した事業一覧にもみられるように，この水害の経験を今

後の災害対策に活かすべく，ＩＣＴを活用した災害対策を積極的に進めています。 

 

（１）災害情報伝達手段等の高度化事業 

市では，総務省と協力し，災害時に発令する避難勧告等の「防災情報」を高齢者や外国

人の方々にも的確に伝えるため，防災行政無線の戸別受信機やスマートフォン等の情報端

末を用いた情報伝達手段の実証実験を平成３０年１月より実施しています。 

新システムは，防災行政無線を屋内で聞ける戸別受信機と連動する装置を用いて，放送

を受信するとテレビが起動して画面に情報が表示されます。日本語の他，英語，ポルトガ

ル語，スペイン語にも対応しています。 
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（２）常総市防災アプリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）文化資源のデジタル化（デジタルミュージアム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市の文化財・歴史的資料をデジタル化して保存する事業を実施しました。これに

より，万が一の災害の際にも貴重な文化資源を確実に後世に伝えることができるとと

もに，平時においてはインターネットを通して様々な学習や研究等の機会に活用でき

ます。 

防災行政無線からの緊急放送内容をスマートフ

ォン等の画面に通知します。また，現在位置周辺

の避難所の位置表示や開設状況を確認できる他，

災害情報を市に連絡したり，閲覧することが可能

なサービスを展開しています。 
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（４）6 次産業化への先進技術活用 

市では，基幹産業である農業を活かす取組として，圏央道常総ＩＣ周辺地域において，

農作物の生産から加工，流通，販売までを行う地域としての６次産業化に取組んでいます。

これは，低収益性の農業から「儲かる農業」への転換を図るもので，「平成２７年９月の関

東・東北豪雨災害」からの復興計画の柱としても位置付けられ，地域農業の活性化や市内

への波及効果も見据えたものです。 

本取組に際しては，生産や加工等の各段階において先進技術の活用を検討することで，

生産性の向上や各分野との連携強化等により競争力を保持し，持続可能な取組となるよう

進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業概要】 

 農業との融合による産業団地（6 次産業化の拠点）の形成を目指す「アグリサイエンスバレ

ー構想」を基本構想とし，生産を担う産業団地（農地エリア）と加工・流通・販売を担う産業

団地（都市エリア）を集積することで，効率的なバリューチェーン※を構築し，本地域を核とし

て市内全体への波及効果を見込むもの。 

バリューチェーン※：事業分野ごとの強みを生かし連携し，相乗効果によって各事業分野だけでなく全体の 

価値を大きく高めること。 

 

 ► 事業位置  ：圏央道常総ＩＣ及び国道２９４号，県道土浦坂東線に隣接する地域 

 ► 見込む効果：地域農産物の販路開拓・農業従事者の所得増大・多様な地域雇用の創出・ 

新規就農者の確保（将来的には定住人口へ）・観光客の増加（経済活性化へ）・

企業誘致による税収アップ 

 ► 主な方針・施策 

・農地エリア：土地改良事業等により農地の集約・大区画化を図り，現在の水田から 

大規模施設園芸や観光農園等への転換を図る。 

・都市エリア：農地エリアを含む市内外の農業生産物の加工・流通を行う産業・物流 

系企業の立地を図るとともに，販売を担う道の駅・直売所等を整備し， 

農産物の販路確保や集客を図る。 
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第３章 国・県の情報化の取組 

 

１ 国の情報化の取組 

（１）世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画 

国のＩＴ戦略は，平成２５年から平成２８年まで「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に基づ

き推進されてきました。 

しかし，急速な「モノのインターネット（ＩｏＴ：Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇ

ｓ）」，「人工知能（ＡＩ：Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ）」及び「ビッ

グデータ」の進展により，社会にこれまでにない変革をもたらしつつある状況から，国は平

成２８年１２月に「官民データ活用推進基本法」を制定しました。 

次いで「官民データ活用推進基本計画」との一体化を図り，平成２９年５月に「世界最先

端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」が策定され，平成３０年６月の閣議決

定により，その名称を「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」

に改め，その後の国の情報化に関する推進計画としました。 

この計画では，「世界最先端デジタル国家」の創造に向け，政府自らがデジタル技術を徹底

的に活用した行政サービスの改革を断行することを起点に，地方公共団体や民間部門におけ

る「ＩＴを活用した社会システムの抜本改革」を断行し，サイバーセキュリティの確保を図

りつつ，ＩＴを最大限活用した簡素で効率的な社会システムを構築（我が国が目指すべき未

来社会の姿として第５期科学技術基本計画が提唱するＳｏｃｉｅｔｙ５．０※）し，国民が安

全で安心して暮らせ，豊かさを実感できる社会の実現を目指しています。 

 

※Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０で実現する社会 

これまでの情報社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ４．０）では知識や情報が共有されず，分野横断的な連携が不

十分であるという問題がありました。人が行う能力に限界があるため，あふれる情報から必要な情報を

見つけて分析する作業が負担であったり，年齢や障がい等による労働や行動範囲に制約がありました。

また，少子高齢化や地方の過疎化等の課題に対して様々な制約があり，十分に対応することが困難でし

た。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０で実現する社会は，ＩｏＴですべての人とモノがつながり，様々な知識や情報

が共有され，今までにない新たな価値を生み出すことで，これらの課題や困難を克服します。また，人

工知能（ＡＩ）により，必要な情報が必要な時に提供されるようになり，ロボットや自動走行車等の技

術で，少子高齢化，地方の過疎化，貧富の格差等の課題が克服されます。社会の変革（イノベーショ

ン）を通じて，これまでの閉塞感を打破し，希望の持てる社会，世代を超えて互いに尊重し合える社会，

一人一人が快適で活躍できる社会となります。  
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（出典）「内閣府ホームページ」：https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html 

                          

 

 

 デジタル技術を徹底的に活用した行政サービス改革の断行 

 地方のデジタル改革 

 民間部門のデジタル改革 

 世界を先導する分野横断型「デジタル改革プロジェクト」 

 基盤技術，人材育成，体制拡充・機能強化 

 

 

さらに，「官民データ活用推進基本計画」では，我が国が集中的に対応すべき諸課題に対し，

官民データ利活用の推進を図ることで，その解決が期待される８つの分野を重点分野として

指定し，総合的かつ効果的に施策を推進するとしています。 

 

 

 

 電子行政分野            ✧ 農林水産分野 

 健康・医療・介護分野        ✧ ものづくり分野 

 観光分野              ✧ インフラ・防災・減災等分野 

 金融分野              ✧ 移動分野 

 

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 重点取組 

「官民データ活用推進基本計画」 重点分野 
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（２）「電子政府」から「デジタル・ガバメント」へ 

政府は，平成１５年７月に「電子政府構築計画」(平成１６年６月一部改訂)を閣議決定し，

平成１８年８月に「電子政府推進計画」(平成１９年８月及び平成２０年１２月一部改訂)を

策定する等して，「電子政府」という名称のもと，行政内部事務の効率化や各手続きのイン

ターフェースのオンライン化等に取組んできました。 

また，政府ＣＩＯ設置以降，府省庁の壁を越えた取組や地方公共団体まで含めた取組を

着実に進めてきました。こうした取組をさらに拡大し，政府・地方・民間すべてを通じた

データの連携やサービスの融合を実現し，世界に先駆けた「デジタル・ガバメント」の実

現を目指し，平成３０年１月には，電子行政の関係閣僚で構成する「ｅガバメント閣僚会

議」を開催し，各種手続きのオンライン化の徹底やワンストップサービス等の計画を盛り

込んだ「デジタル・ガバメント実行計画」を決定し，公表しました。この計画は，「世界最

先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」の重点分野の１つである電子

行政分野を深堀りし，詳細化した計画となっています。 

 

 行政サービスの１００％デジタル化の推進 

業務改革（ＢＰＲ）を徹底する過程で制度・法令を見直し，書面への押印や対面による

本人確認手法等のあり方を再整理するとしています。また，マイナンバー制度等を活用し

つつ，行政手続きにおける添付書類の撤廃や手続きのオンライン化，民間サービスを含め

た複数の手続き・サービスのワンストップ化の実現を目指し，政府一体となった取組を推

進するとしています。 

 

 行政保有データの１００％オープン化の推進 

オープンデータを前提とした業務・システムの設計・運用を推進するとともに，民間事

業者等との直接対話を通じた民間ニーズの把握と，これに対応したオープン化の加速を目

指すとされています。さらに，支障のあるデータ項目を除いて公開したり，限定的な関係

者間で共有したりする「限定公開」といった手法の活用も検討するとしています。また，

行政保有データの棚卸リストを公開することで，潜在的な公開ニーズを掘り起こし，オー

プンデータの取組を深化させるとし，今後オープンデータの取組が加速・拡大していくと

予想されます。 

 

 デジタル革命の基盤整理の推進 

多様なサービスやデータをスムーズに連携させ，高度かつ便利なサービスを実現するた

め，連携データやＡＰＩの仕様を標準化し，デジタル革命・データ連携に取組む上の基本

ルールを構築するとしています。具体的には，語彙やコード，文字等の標準化であり，標

準化されたデータを積極的にオープンデータとして公開することで，官民を通じた幅広い

データの連携やサービスの向上も期待されます。 
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 クラウド利用の促進 

「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」を策定し，投資

対効果やサービスレベルの向上，サイバーセキュリティへの対応強化を図るため，政府情

報システムの新規開発又は次期の更改，若しくは大幅な改修時期を見据えつつ，システム

方式として，クラウドの活用を推進するとしています。 

  

 ＡＩ・ＲＰＡ等による業務効率化の推進 

     本格的な人口減少社会となる２０４０年頃を見据え，希少化する人的資源を本来注力す

るべき業務に振り向けるため，自治体の業務のあり方そのものを刷新することが必要とさ

れ，窓口業務等に限定せず，自治体行政の様々な分野で，団体間比較を行いつつ，ＩＣＴ

やＡＩ等を活用した標準的かつ効率的な業務プロセスを構築するとしています。 

 

（３）マイナンバーカードの普及と活用の推進 

前記「（２）「電子政府」から「デジタル・ガバメント」へ」内，「① 行政サービスの１

００％デジタル化の推進」で述べたように，国は行政サービスの１００％デジタル化の実

現に向けマイナンバーカードの更なる普及・活用拡大を推進しています。 

平成２８年１月のマイナンバー利用開始以降，マイキープラットフォームやマイナポー

タルといった国民の利便性向上とカード普及に資するための様々な施策を展開しています。 

 

① マイキープラットフォームの推進 

総務省では，平成２９年９月２５日より，マイナンバーカードの更なる普及・活用拡大

を目指し，マイナンバーカードを利用して公共施設の利用カードを１枚にまとめたり，ク

レジットカード会社や航空会社・電力会社等のポイントやマイルを「地域経済応援ポイン

ト」に変換して，地域の美術館や商店街等で利用できるサービス「マイキープラットフォ

ーム」や，クレジットカード会社や航空会社，電力会社等のポイントやマイルをまとめて

「地域経済応援ポイント」に交換したり，「自治体ポイント」をまとめることが出来る「自

治体ポイントナビ」を開設しています。 
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（出典）「マイキープラットフォームポータルサイト」：https://id.mykey.soumu.go.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「自治体ポイントナビ」：https://www.point-navi.soumu.go.jp/ 

https://id.mykey.soumu.go.jp/
https://www.point-navi.soumu.go.jp/
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 マイナポータルの推進 

平成２７年１０月からはマイナンバーの通知，平成２８年１月からはマイナンバーの利

用が開始されています。マイナンバーは，国及び地方公共団体が社会保障，税，災害対策

の分野で効率的に情報を管理し，複数の機関が保有する個人の情報が同一人の情報である

ことを確認するために活用されます。 

マイナンバー制度の導入のポイントは，次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「総務省マイナンバーホームページ」www.soumu.go.jp/kojinbango_card/01.html 

 

 

また，平成２９年に情報提供等記録開示システム（マイナポータル）が本格運用されまし

た。マイナポータルは国が運営するウェブサイトで，自宅のパソコン等からアクセスできま

す。自分のマイナンバーがいつ，どのように行政機関に利用されたかを確認したり，行政機

関からのお知らせを受け取ったりできるように，整備が進められています。 

例えば，各種社会保険料の支払金額や確定申告等を行う際に参考となる情報の入手等が行

えるようになる予定です。また，引越し等の際に必要となる手続きの官民横断的なワンスト

ップ化や納税等の決済をキャッシュレスで電子的に行うサービスも検討されています。 

なお，マイナポータルを利用する際は，なりすましの防止等，情報セキュリティに十分に

配慮する必要があることから，マイナンバーカードに搭載される公的個人認証サービスの電

子証明書によりログインすることとしています。 

 

■国民の利便性の向上 

これまで,市区町村役場,税務署,社会保険事務所など複数の機関を回って書類を入手し,

提出するということがありました。マイナンバー制度の導入後は,社会保障・税関係の申

請時に,課税証明書などの添付書類が削減されるなど,面倒な手続が簡単になります。ま

た,本人や家族が受けられるサービスの情報のお知らせを受け取ることも可能になる予定

です。 

■行政の効率化 

マイナンバー制度の導入後は,国や地方公共団体等での手続で,個人番号の提示,申請書

への記載などが求められます。国や地方公共団体の間で情報連携が始まると,これまで相

当な時間がかかっていた情報の照合,転記等に要する時間・労力が大幅に削減され,手続が

正確でスムーズになります。 

■公平・公正な社会の実現 

国民の所得状況等が把握しやすくなり,税や社会保障の負担を不当に免れることや不正

受給の防止,さらに本当に困っている方へのきめ細かな支援が可能になります。 
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 情報提供等記録表示（やりとり履歴） 

 自己情報表示（あなたの情報） 

 お知らせ 

 民間送達サービスとの連携 

 子育てワンストップサービス（サービス検索・電子申請機能） 

 公金決済サービス 

 もっとつながる（外部サイト連携） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「平成 27 年 9 月 経済産業省情報プロジェクト室資料」 

マイナポータルで提供される具体的なサービス 
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２ 県の情報化の取組 

少子高齢化の進行と社会経済のグローバル化，情報通信技術の劇的な進捗等，大きな時代

の転換期に差し掛かる中，県は，平成３０年１１月に，未来に希望の持てる「新しい茨城づ

くり」を推進していくための県政運営の指針となる「茨城県総合計画～「新しい茨城」への

挑戦～」を策定しました。基本理念に「活力があり，県民が日本一幸せな県」を掲げ，その

実現に向けて４つのチャレンジを推進するとしています。 

この計画は「官民データ活用推進基本法」第９条に基づく茨城県の都道府県官民データ活

用推進基本計画としても位置付けられており，施策展開においては，オープンデータの推進

やデジタルデバイドの解消，住民サービス向上のための行政手続きのデジタル化の推進をは

じめ，様々な分野においてＩＣＴの活用が盛り込まれています。 

（出典）「茨城県総合計画～「新しい茨城」への挑戦～」 
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6.0

9.6

10.8

13.7

7.2

22.8

19.7

10.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

13歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～69歳

70歳～79歳

80歳以上

n=249

第４章 情報化に関するアンケート・ヒアリング調査 

 

１ 市民アンケート 

   本計画の策定に当たり，市民のインターネットや情報機器の利用状況，市の行政サービスの

利用状況等について把握するため，市民アンケートを実施しました。 

 

（１）調査方法 

１３歳以上の市民８００人（無作為抽出） 

 

（２）調査期間 

平成３０年１０月１０日（水） ～ 平成３０年１０月２４日（水） 

 

（３）回答状況 

有効回答数２４９通 回答率３１．１％ 

 

（４）回答者の傾向 

回答者の年代では，６０歳代の回答が最も多く（２２．８％），次いで７０歳代（１９．

７％）となっており，実際の市の年代構成比（６０歳代（１５．８％），７０歳代（１０．

４％））より，６０歳代，７０歳代の方の回答割合が高くなっています。 

 

「市民アンケート回答者の年齢構成」 
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インターネットを

利用している

62.2%

インターネットを

利用していない

33.3%

無回答

4.4%

n=249

（５）アンケート結果 

 インターネットの利用 

日常的にインターネットを利用している方の割合は６２．２％でした。 

「平成２９年通信利用動向調査」（総務省調）では，全国のインターネットの利用率は

８０．９％であり，２割近く低くなっています（茨城県では，７４．８％）。 

ただし，市民全体のインターネット利用が遅れているのではなく，今回の市民アンケ

ート回答者の割合をみると，６０歳以上で国の調査との差が開いていることが分かりま

す。 

 

「インターネット利用状況」（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「インターネット利用状況」（年代別での国の調査との比較） 

年齢 13～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40 ～ 49

歳 

50 ～ 59

歳 

60 ～ 69

歳 

70 ～ 79

歳 

80 歳以上 

国の調査 97.9% 98.5% 97.4% 96.6% 91.4% 73.1% 48.9% 22.3% 

市の調査 100.0% 100.0% 100.0% 91.2% 88.9% 55.6% 18.4% 12.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国の調査との差が大きい。 
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60.6

81.3

23.9

7.1

5.8

7.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

パソコン

スマートフォン

タブレット端末

携帯電話・PHS

インターネット対応型ゲーム機

インターネット対応型テレビ

その他

n=155

 インターネットへの接続機器 

市民のインターネット接続機器は，スマートフォンが最も多くなっています。 

（８１．３％） 

国の調査でも，スマートフォンが５９．７％（１位）と最も多く，次いでパソコンが 

５２．５％（２位），タブレット端末が２０．９％（３位）となっており，スマートフォ

ンとパソコンとの差はあまり開いていません。 

 一方，市の状況をみると，インターネットを通じた情報提供には，スマートフォンが

有効であると思われますが，６０歳以上では，スマートフォンの利用割合が減るため，

配慮が必要です。ただし，６０歳以上でもパソコンの利用状況は，比較的高い傾向が見

られます 

 

「インターネット接続機器」（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「インターネット接続機器」（年代別）

1 2 3 4 5 6 7

回
答
数

パソコン スマートフォン タブレット端末
携帯電話・

PHS
インターネット
対応型ゲーム機

インターネット
対応型テレビ

その他

全体 155 60.6(%) 81.3(%) 23.9(%) 7.1(%) 5.8(%) 7.1(%) 0.0

13歳～19歳 15 26.7 93.3 13.3 0.0 13.3 6.7 0.0

20歳～29歳 24 62.5 100.0 33.3 0.0 16.7 8.3 0.0

30歳～39歳 27 59.3 88.9 29.6 11.1 3.7 11.1 0.0

40歳～49歳 31 58.1 93.5 22.6 6.5 3.2 6.5 0.0

50歳～59歳 16 62.5 75.0 25.0 12.5 0.0 12.5 0.0

60歳～64歳 20 75.0 65.0 25.0 5.0 5.0 0.0 0.0

65歳～69歳 10 60.0 60.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70歳～79歳 9 88.9 44.4 11.1 22.2 0.0 11.1 0.0

80歳以上 3 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0

年
代
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 インターネットの利用目的 

インターネットの利用目的として，国の調査では，「電子メールの送受信」が最も多く

なっていますが(８０．２％)，市のアンケート集計では，「天気予報の利用」が最も多く

なりました(７３．５%)。また，ＳＮＳの利用割合も国の調査よりも多く見られます。 

このことから，市内では農業が盛んであることから天候を気に掛けるとともに，近年

の水害の経験から，地域に根付いた気象情報を求めている可能性が高いと考えられます。 

 

「インターネットで利用するサービス」（市のアンケート回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.5

68.4

65.8

65.2

63.9

52.9

51.0

32.3

31.0

28.4

23.9

18.7

12.9

8.4

7.7

7.7

4.5

3.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

天気予報の利用

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツイッター）など）の利用

電子メールの送受信

地図・交通情報の提供サービス

ニュースサイトの利用

インターネットショッピング

ホームページやブログの閲覧・運用・書き込み

辞書・辞典サイトの利用

動画投稿・共有サイトの利用

無料通話アプリやボイスチャットの利用

オンラインゲームの利用

ラジオ、テレビ番組・映画などのオンデマンド配

信サービスの利用

インターネットオークション

金融取引

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

デジタルコンテンツの購入・取引

「いばらき電子申請」を含む、電子政府・

電子自治体の利用

eラーニングの利用

その他

n=155
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「国が調査したインターネットの利用目的」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市からの情報収集方法 

市からの情報の入手方法は，広報紙（お知らせ版含む）から入手すると回答した方が

約７割と最も多くなっています。次いで，ホームページから入手すると回答した方が約

４割いますが，お知らせ版を含めて月２回発行される広報紙と同じペースで月１～２回

程度以上市のホームページやＳＮＳを見て情報を得ている方は，インターネット利用者

の約３割です。 

 市ではペーパーレス化を推進していますが，市民への市の情報提供としては，引き続

き紙媒体での情報提供を継続するとともに，併せてホームページとの連携も考慮する必

要があります。 

「市のＨＰやＳＮＳの閲覧状況」          「市からの情報入手手段」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）「総務省：平成 29 年版情報通信白書」 

毎日見

ている

4.5%

週2～3回程

度見ている

2.6% 週1回程度見

ている

2.6%

月1～2回程度

見ている

19.4%

年数回見たこ

とがある

41.3%

見たことが

ない

27.7%

無回答

1.9%

n=155
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60.2

53.4

32.9

19.3

18.9

17.3

11.6

11.6

8.0

6.8

4.4

4.0

0.4

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災・防犯・安全に関する分野

福祉（健康・医療・介護など）に関する分野

生活・環境に関する分野

市内の交通や移動手段に関する分野

観光・イベントに関する分野

学校・教育に関する分野

妊娠・出産・子育てに関する分野

産業（農業・商業他）振興に関する分野

生涯学習に関する分野

電子申請（市の申請手続きなど）に関する分野

わからない

市が持つ各種データ活用に関する分野

その他

無回答

n=249

 インターネットを利用しない理由 

インターネットを利用しない理由として，「必要性が無い」又は「興味がない」から利

用しないと回答した方が約８割いました。 

一方で，「設定方法や操作方法がわからない」から利用しないと答えた方が約４割いま

す。このことから，情報化推進にあたっては，市域全体の基礎的なＩＣＴスキルの普及

のための啓発や情報の共有の工夫が必要と思われます。 

「インターネットを利用しない理由」 

54.2

41.0

27.7

13.3

13.3

2.4

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要性が無い

設定方法や操作方法がわからない

興味が無い

パソコンやスマートフォンなど機器の金額や、

月々の通信料が高い

セキュリティなどの安全面に不安がある

その他

無回答

n=83

 

 

 関心や利用意向が高い行政サービス 

今回のアンケートで市民の「関心や利用意向が高い行政サービス」は，防災・防犯・

安全に関する分野（６０．２％），福祉に関する分野(５３．４％)，生活・環境に関する

分野(３２．９％)の順となりました。 

「関心や利用意向が高かった行政サービス」 
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75.4

73.3

30.9

23.0

14.7

0.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

災害による通行止めや不審者情報の位置などが、地図データ

上に表示されるサービス

大雨などにより、冠水が想定される箇所の雨量情報や通行可

否情報をメールなどで受けられるサービス

市民がSNSやメールなどを通じて市へ災害情報や防犯情報を

通報するサービス

市民がスマートフォンアプリから災害現場などの写真を地図

データ上に張り付けて市へ災害状況などを通報するサービス

子供が持つスマートフォンや携帯電話のGPS機能から居場所を

探してくれるサービス

その他

無回答

n=191

以下に，「関心や利用意向が高かった行政サービス」の３分野について，市民が「必要と感

じる」と回答した「具体的なサービス」の回答割合を示します。 

 

◇ 防災・防犯・安全に関する分野 

 アンケートで提示したすべてのサービスで，半数以上のサービス化に対する要望がありま

した。 

このことから，市民の防災分野に対するサービス向上ニーズは高いことが伺われます。 

「防災・防犯・安全に関する分野」のサービスニーズ 

76.7

63.5

58.6

4.0

0.0

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

パソコンやスマートフォン、携帯電話を

使った市との情報共有の向上

屋内（自宅など）における情報収集・配信

サービスの整備

防災・防犯に関する情報を入手するため

の環境整備

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

さらに，以下のグラフは最もサービス化のニーズが高かった「１．パソコンやスマート

フォン，携帯電話を使った市との情報共有の向上」の具体的なサービスに対する回答結果

です。 

 

「パソコンやスマートフォン，携帯電話を使った市との情報共有の向上」の具体的なサービスニーズ 
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34.9

19.3

11.2

10.0

9.6

8.8

0.0

38.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

介護者の状態に合った介護施設の入所検索や申込

みサービス

市で実施している健康診断をサイトなどから予約で

きるサービス

一人暮らしの両親が何をしているか、メールなどで

通知してくれるサービス

スマートフォンのアプリにより、体重や運動量、食事

などの管理やアドバイスなどをしてくれるサービス

わからない

簡単な健康相談や受診をパソコンや、スマートフォン

などのカメラで行ってくれるサービス

その他

無回答

n=249

回答では，上位２つの災害時等有事における情報提供に７割以上のニーズがあります。 

市ではホームページやメール，ＳＮＳを利用した各種情報端末への災害時を含めた防災

情報の提供は既に行っているため，市と市民との情報共有の方法（仕組み）や市から提供

する災害関連の情報の内容（コンテンツ）についての工夫が必要と思われます。 

 

◇ 福祉（健康・医療・介護等）に関する分野 

 分野別では，福祉に関する分野は，約５割の方が関心や利用意向が高いと回答していまし

たが，具体的なサービスニーズとしては，最もニーズの高い「介護者の状態に合った介護施

設の入所検索や申込サービス」でも３割強でした。 

 

「福祉に関する分野」のサービスニーズ 
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27.7

15.3

14.9

12.4

10.4

10.4

10.0

9.2

0.8

39.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

粗大ごみの収集依頼をスマートフォンのアプリから簡単にでき

るサービス

地域住民が対話できるような地域活性化の拠点づくり

スマートフォンへ、ごみ収集日の朝、収集するごみの種類を

メールやアプリで連絡してくれるサービス

通学路の危険箇所通知サービス

通行車両に対する道路情報の提供サービス

交通安全設備の情報提供サービス

粗大ごみ処分費のクレジットカードや電子マネーでの支払い

わからない

その他

無回答

n=249

◇ 生活・環境に関する分野 

 生活・環境に関する分野でも最もサービスニーズの高い「粗大ごみの収集依頼をスマート

フォンから申込できる」でも３割弱でした。福祉に関する分野と同様，分野としての関心は

高いのですが，サービスニーズの要望を，具体的な形に導くような努力が必要です。 

 

「生活・環境に関する分野」のサービスニーズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 マイナンバーカード関連 

平成３０年７月時点でのマイナンバーカードの全国普及率は１１．５％，茨城県内で

は１１．３％，常総市では１０．９％です。今回のアンケート回答者は，情報化や行政

サービスについて関心が高い傾向があると考えられます。 

 

「マイナンバーカードを持っている割合」（全体） 

マイナンバー

カードを持って

いる

29.3%

マイナンバー

カードを持って

いない

65.1%

マイナンバー

カードを知らな

い

1.6%

無回答

4.0%

n=249
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51.9

35.8

34.6

22.2

9.3

4.9

3.7

1.2

3.1

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の証明証などがあるため必要性がない

使い道がなさそうと感じている

手続きが面倒、時間がない

個人情報が漏れそうで持つのが怖い

これから作る予定

わからない

作りたいが、方法が分からない

マイナンバーカードを知らない

その他

無回答

n=162

53.4

41.1

35.6

21.9

20.5

12.3

0.0

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市役所窓口へ提出する申請書に氏名や住所の記入

負担を軽減するサービス

健康保険証との兼用

住民票や課税証明書などを、コンビニエンスストアで

受け取れるサービス

図書館など公共施設の利用カードをマイナンバー

カードに一本化できるサービス

市内で買い物や公共施設の利用などをすると、ポイ

ントが付与される、又は利用ができるサービス

わからない

その他

無回答

n=73

 また，アンケートでは，「マイナンバーカードを持たない理由」についても尋ねました。 

「他の証明書があるため，必要ない」が半数を占めていますが，「市役所への提出書類の

記入軽減」や「健康保険証との兼用」サービスがあると良いと答えている回答者も多く

見られました。 

今後，他の行政サービス等と組み合わせてマイナンバーカードの利用機会を増やすこ

とが，マイナンバーカードの普及に繋がるのではないかと考えられます。 

 

「マイナンバーカードを持っていない理由」     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「あると良いマイナンバーカードのサービス」 
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 オープンデータ 

      オープンデータの活用ニーズとしては，「安心・安全に係る情報」や「市内の危険個所

や災害データ」等の防災分野でのニーズが高くなっています。 

      「公共施設，医療機関等の施設情報のデータ」も上記に次いで多く，現在公開を進め

ている市のオープンデータの参考にしたいと思います。 

 

「市民アンケート」 

37.8

34.9

34.1

22.5

19.3

15.3

12.0

11.6

11.2

9.6

8.8

0.4

13.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

市で計測している環境情報のデータ

特にない

市内の地質データ

わからない

常総市の人口や世帯数の分布データ

その他

無回答

n=249
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54.6

53.0

49.0

22.5

17.7

13.7

11.2

4.4

3.2

0.8

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

エリアメール・緊急速報メール

テレビ

防災行政無線（屋外放送）

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブック）、

twitter（ツイッター）など）

ラジオ

市のホームページ

市のメール配信サービス

防災行政無線（屋内放送）

わからない

その他

無回答

n=249

 その他（自由記述等から） 

      自由記述の記載は５２件ありましたが，そのうち１４件が防災行政無線関連に関する

記述で，そのうち１２件が「音声が聞き取りにくい，聞こえない」ことに関する記述で

した。 

「市民の防災・防犯分野の情報入手方法」でもメールやテレビと並んで防災行政無線

の利用が多く，防災行政無線が市からの災害時における情報入手手段としての位置付け

が高いことが伺え，携帯各社のメールサービスやテレビ放送（公共放送）と同レベルで

の情報入手を求めているように見えます。 

 

「市民が防災・防犯分野の情報を入手している（しようと思う）方法」 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

― 32 ― 

２ 企業アンケート 

   本計画の策定に当たり，市内事業所の情報化推進状況，市への要望や期待等について把握す

るため，企業アンケートを実施しました。 

 

（１）調査方法 

市内事業所（工業団地在籍企業，医療及び福祉施設を抽出して全所に配布） 

 

（２）調査期間 

平成３０年１０月１０日（水） ～ 平成３０年１０月２４日（水） 

 

（３）回答状況 

調査票配布数１５３通 有効回答数８３通 回答率５４．２％ 

 

（４）回答事業所の傾向 

半数以上が製造業，次いで医療・福祉関連の事業所の順となりました。また，回答事業所

の約８割（８１．９％）は，従業員数が１００人以下の事業者でした。 

 

 

「アンケート回答事業者の業種」            「アンケート回答事業者の従業員数」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.6

4.8

0.0

0.0

0.0

0.0

1.2

0.0

27.7

0.0

4.8

2.4

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業

建設業

不動産業

卸売・小売業

情報通信産業

飲食店・宿泊業

運輸業

金融・保険業

医療・福祉

教育・学習支援業

その他サービス業

その他

無回答

n=83

1～5人

6.0%

6～20人

22.9%

21～50人

26.5%

51～100人

26.5%

101～300人

10.8%

301～500人

3.6%

501 ～1000人

2.4%

1001人以

上

1.2%

n=83

「アンケート回答事業所の業種」 「アンケート回答事業所の従業員数」 
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インターネッ

トを 利用し

ている

96.4%

インターネット

を 利用してい

ない

1.2%

無回答

2.4%

n=83

64.8

26.8

35.2

43.7

49.3

32.4

15.5

23.9

50.7

12.7

22.5

19.7

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

財務会計

設計（CAD/CAM）

物品・資材調達

顧客管理

人事給与

文書管理

EDI（電子データ交換）

グループウエア

仕入れ・生産・販売情報

インターネット販売

物流管理

営業支援

その他

n=71

情報システム

を導入している

85.5%

情報システムを

導入していない

9.6%

無回答

4.8%

n=83

（５）アンケート結果 

① インターネット環境 

      アンケートに回答いただいた事業者のほとんどが，インターネットを利用しており，

インターネットへの接続回線の多くは，光ファイバーケーブルによるブロードバンド

（高速で大容量のデータ伝送が可能な回線）で接続を行っています。 

 

 「インターネット接続状況」             「インターネットへの接続回線」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報システム 

      アンケートに回答いただいた多くの事業者（８５．５％）では，情報システムを導入

しています。導入システムは，「財務会計」システムが最も多いですが，アンケート回答

事業者に製造業が多いことから，「仕入れ・生産・販売情報」関連のシステムを入れてい

る事業者が多く見られます。 

 

      「情報システム導入状況」             「導入している情報システムの種類」 
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③ オープンデータ 

オープンデータの活用については，市民アンケートでも調査しましたが，「防災・防

犯に係る情報」，「公共・医療施設情報に係る情報」については，オープンデータニーズ

が共通して高くなっています。 

企業アンケートの特徴としては，市民アンケートでは１５．３％だった「申請，届出，

許認可に関するデータ」のニーズが，３８．６％で三番目に活用ニーズが高くなってい

ます。   

これらの状況を踏まえ，現在公開を進めている市のオープンデータの参考にしたいと

思います。 

「市民アンケート」 

37.8

34.9

34.1

22.5

19.3

15.3

12.0

11.6

11.2

9.6

8.8

0.4

13.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

観光・イベントに係るデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

市で計測している環境情報のデータ

特にない

市内の地質データ

わからない

常総市の人口や世帯数の分布データ

その他

無回答

n=249

 

 

「企業アンケート」 

47.0

39.8

38.6

37.3

28.9

18.1

18.1

16.9

15.7

13.3

9.6

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市で計測している環境情報のデータ

常総市の人口や世帯数の分布データ

観光・イベントに係るデータ

市内の地質データ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

特にない

わからない

無回答

n=83
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④ 情報化支援 

       アンケートに回答された事業者では，金銭的な支援（融資や補助）よりも，情報化

を担う人材育成の支援の必要性が高くなっています。 

       地域の情報化にあたっては，次世代を担うＩＣＴ人材の育成が望まれています。 

 

「企業が必要とする支援」 

36.1

34.9

31.3

15.7

10.8

8.4

3.6

25.3

7.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

情報化を担う人材育成の支援

情報化を進めるための相談・支援

情報化に伴う投資への資金融資・補助

地域企業ポータルサイトの作成

IT専門家の紹介等

情報関連産業の育成・誘致

その他

必要ない

無回答

n=83

 

 

３ 事業所等ヒアリングの概要 

農業・商業分野における情報化の状況や今後の展開等について，農業及び商業の関係機関

へのヒアリングを実施しました。 

    情報通信技術の進展と有効性は十分認識しつつも，情報化推進の難しさを感じている様子

です。次世代を担うＩＣＴ人材の育成やＩＣＴ活用策に関する情報提供等，各産業分野の意

識啓発・改革の必要性が伺えます。 
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第５章 情報化施策の展開 

 

１ 情報化の方向性 

市の情報化を推進するにあたり，国・県・市の情報化の取組及びアンケートやヒアリング結果

の整理と共に，市の課題や第２次地域情報化計画の推進状況を踏まえ，今後５年間で市が進める

べき情報化の方向性について整理しました。 

 

（１）「市の情報化の取組」からの整理 

     市では，平成１９年の「常総市地域情報化計画」の策定以来，市民サービスの向上・高

度化や効率的な行政運営の実現に向けて情報通信技術の積極的な活用を進めてきました。

今後も，国・県と連携しながら各分野の情報化を進めることにより「じょうそう未来創生

プラン（総合計画）」の実現を目指します。 

なお，第３次となる本計画を策定するにあたっては，第２次地域情報化計画で示した具

体的な施策の進捗状況と課題を分析し，施策の「見直し」・「継続」を整理したうえで，「見

直し」となった施策については施策内容等を再検討し，必要に応じて本計画の具体的な施

策へ反映しています。 

 

（２）「国・県の情報化の取組」からの整理 

国では，「デジタル・ガバメント」を推進し，行政サービスの１００％電子化，クラウド

利用の推進やＡＩ・ＲＰＡ等による業務効率化を目指した情報化政策を推進しています。

併せて，すべての国民が ＩＣＴ 利活用やデータ利活用を意識せず，その便益を享受し，真

に豊かさを実感できる「官民データ利活用社会」を構築するため，自治体等が保有するデ

ータについて，官民連携によるオープンデータ化が推進されます。 

 県でも新たな総合計画を推進する中で，オープンデータやデジタルデバイドの解消，住

民サービス向上のための行政手続きのデジタル化といった様々な分野におけるＩＣＴ施策

を展開していく方向です。 
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（３）「情報化に関するアンケート・ヒアリング調査」からの整理 

① 安全・安心に関する情報発信 

市民アンケートの結果から，市民の「関心や利用意向が高い行政サービス」は，防

災・防犯・安全に関する分野が最も多く，具体的な情報提供方法に対しても他の分野に

比べ関心が高いことが伺えました。 

           水害等の災害を踏まえ，スマートフォン等身近な情報通信機器を活用した災害時にお

ける情報提供の更なる拡充ニーズが高いことが伺えます。 

 

② きめ細かな情報提供の必要性 

企業アンケートや事業所ヒアリングでは，情報化社会を担う人材育成の必要性が伺え

ました。また，農業分野においては，市内農業耕作地に対する細かな気象情報の提供の

要望等，特定の分野やエリアに対する情報提供のニーズが伺えます。  

外国人就労者の増加と共に，働き方や生活様式の多様化に合わせ，情報の提供方法も

よりきめ細やかな対応（多様化）が必要です。 

 

③ 社会環境への対応 

アンケートやヒアリングから，情報化社会が進展する一方で，高齢者を含めた情報弱

者に対する情報提供・情報共有が必要であることが伺えます。 

例えば現在発行している広報紙等，市からの情報提供方法についても，市ホームペー

ジへの掲載及び閲覧者への情報提供拡充を図るとともに，インターネット環境を持たな

い市民に対する紙ベースでの広報紙の発行も継続しながら，重要な情報については情報

弱者を考慮し，ケーブルテレビやラジオ，防災行政無線等，複数の情報媒体を活用した

情報の提供方法について検討します。 

 

（４）「官民データ活用推進基本法」からの整理 

平成２８年１２月，官民データ活用推進基本法が公布・施行されました。これは，急

速な少子高齢化の進展をはじめとした我が国が直面する様々な課題の解決に資するため，

インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて流通する多様かつ大量の情

報を適正かつ効果的に活用するための環境整備の推進を目的としたものです。これによ

り，都道府県においては官民データ活用推進計画の策定が義務付けられたとともに，市

町村においても同計画の策定が努力義務化されました。 

なお，市町村官民データ活用推進計画の策定にあたっては，同法の規定に基づいて国

が策定した「市町村官民データ活用推進計画の手引」において，「手続における情報通信

の技術の利用等に係る取組」，「官民データの容易な利用等に係る取組」，「個人番号カー

ドの普及及び活用に係る取組」，「利用の機会等の格差の是正に係る取組」及び「情報シ
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ステムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組」を基本的な方針としており，

この基本的な方針に対応する施策として，地域の特性や実情を踏まえながら，具体的な

目標及び達成時期を定めて掲載することとしています。 

本計画の策定にあたっては，当該計画を「常総市官民データ活用推進計画」としても

位置付けることとし，そこに掲載する施策については「市町村官民データ活用推進計画

策定の手引」に示された「基本的な方針」及び「官民データ活用推進基本法第三章基本

的施策」に示された根拠条文との関連性を明示するものとします。 

なお，明示にあたっては，市の取組む各施策欄に次の要領で表します。 

 

≪市施策への明示方法≫ 

市町村官民データ活用推進計画策定の手引 

基本的な方針 

基本法根拠条文 市施策への明示法 

手続における情報通信の技術の利用等に係

る取組（オンライン化原則） 

第１０条 官民デ➉ 

官民データの容易な利用等に係る取組（オ

ープンデータの推進） 

第１１条 官民デ⑪ 

個人番号カードの普及及び活用に係る取組

（マイナンバーカードの普及・活用） 

第１３条 官民デ⑬ 

利用の機会等の格差の是正に係る取組（デ

ジタルデバイド対策等） 

第１４条 官民デ⑭ 

情報システムに係る規格の整備及び互換性

の確保等に係る取組 

  

情報システム改革・業務の見直し（BPR） 第１５条第１項 官民デ⑮－１ 

分野横断的に連携できるプラットフォーム

の整備 

第１５条第２項 官民デ⑮－２ 

人材の育成及び確保に係る取組 第 17 条 官民デ⑰ 
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（５）市の課題 

市の総合計画にあたる「じょうそう未来創生プラン」では，市の「まちづくりの主要課

題」として以下の７つの課題をあげています。 

本計画では，これら７つの課題に対してＩＣＴやＩｏＴ等の利活用で対応できるものに関

しては，具体的な施策を掲げ，情報化によるアプローチから課題解決の支援を行います。 

 

「じょうそう未来創生プラン」で掲げる「まちづくりの主要課題」 

① 市民参画の推進に向けての課題 

✧市民協働の推進 

✧地域課題を解決するコミュニティの育成 

⑤ 都市基盤の充実に向けての課題 

✧都市軸の充実 

✧コンパクトシティを想定した適正な土地 

利用 

✧高齢化に対応した公共交通体系の整備 

✧産業拠点整備と快適な都市環境の形成 

② 保健・医療・福祉の充実に向けての課題 

✧安心して子育てができるまちづくり 

✧生涯健康でいつまでも地域で暮らしてい

けるまちづくり 

③ 学校教育・生涯学習の推進に向けての課題 

✧学校教育の充実に向けて 

✧常総市を愛する市民を育てるまちづくり 

✧施設の有効活用 

⑥ 産業の振興に向けての課題 

✧圏央道効果の最大化を目指して 

✧人口減少や高齢化に対応した産業振興 

④ 生活環境の充実に向けての課題 

✧防災先進都市を目指して 

✧環境と共生するまちづくり 

⑦ 行財政運用の効率化に向けての課題 

✧市民満足度の高い行政運営を目指して 
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２ 本計画の基本理念から情報化施策への展開 

前項「情報化の方向性」で整理した内容や課題等を踏まえ，本項では本計画の基本理念か

ら市が今後 5 年間で取組む情報化施策への展開を行います。 

   

（１）本計画の基本理念 

 本計画の基本理念は，上位計画である「じょうそう未来創生プラン」を参考に，現在，

そして未来に向けた，常総市の情報化進展のあり方を表しています。 

 

第３次常総市地域情報化計画 基本理念 

 

みんなでつくる みんなが主人公 これからのじょうそう物語 

 

 

「みんなでつくる」とは 

「じょうそう未来創生プラン」では，市の将来都市像を「みんなでつくる しあわせのまち じ

ょうそう」と位置付け，「市民協働のまちづくり」を掲げています。 

これを受けて本計画では，市民協働のまちづくりを進めるために効果的なＩＣＴの活用や情報

化の進め方等について検討，推進します。 

 

「みんなが主人公」とは 

情報化と言うと，若い方中心に進められるものと考えてしまうかもしれません。しかし，市の

情報化では，子供から大人，高齢者，障がい者，外国人，ひとりひとりが，常総市に暮らす主人

公と考え，各年代や目的，環境に合わせた効果的なＩＣＴの活用や情報化の進め方等について検

討，推進します。 

 

「これからのじょうそう物語」とは 

   これからつくられる常総市の物語は，みんなが主役になってつくる物語です。地域の課題に

対して自分でできることから考え，みんなで協力し，そこにＩＣＴ等も活用しながら，常総市

がより良くなる物語をつくるのです。 

これからのじょうそう物語を面白くするのは，私たちひとりひとりなのです。 
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（２）施策方針 

 基本理念に基づき具体的な施策展開を行うにあたり，「じょうそう未来創生プラン」の重

点施策や施策対象や分野ごとの整理を行い，以下の４つを施策方針とします。 

 

 

 

施策方針 その１ 

    市民と一緒に進めるたのしい情報化 

～市民協働と情報共有，交流人口の拡大，オープンデータの推進～ 
 

 

施策方針 その２ 

         みんなにやさしい情報化 

～子育て向け情報提供，高齢者向け情報提供～ 

 

 

施策方針 その３ 

     災害に強い情報化 

～災害時情報提供の見直しや強化～ 

 

 

施策方針 その４ 

     電子自治体の推進 

～市民の利便性向上と庁内業務改善～ 
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（３）施策体系 

     以下に「基本理念」，「施策方針」，そして「具体的な施策」への展開について体系的に示

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策方針　その１ 　市民と一緒に進めるたのしい情報化

　① 市民協働事業の推進

　② 市民への行政情報提供の向上

　③ 市が保有するデータのオープンデータ化と活用

　④ 市の記録用映像データベース構築

施策方針　その２ 　みんなにやさしい情報化

　① オンライン申請（電子申請）の推進

　② マイナポータル及びマイキープラットフォームの活用

　③ 多言語化による対話の推進

　④ 税等収納方法の多様化公金支払方法の多様化

　⑤ 小中学校のＩＣＴ環境の向上

　⑥ スマートフォンアプリの活用

　⑦ ＩＣＴを活用した地域経済の活性化

　⑧ 電子図書館の構築

　⑨ 高齢者向けスマートフォン教室の開催

施策方針　その３ 　災害に強い情報化

　① 防災・災害情報伝達手段の強化

　② 公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備促進

　③ 要配慮者の情報連携の強化

　④ 災害時等におけるＩＣＴ業務継続の強化（ＩＣＴ－ＢＣＰ）

　⑤ ＩＣＴを利用した被災者支援の強化

施策方針　その４ 　電子自治体の推進

　① デジタル化の推進

　② タブレット端末の活用

　③ 定型入力業務効率化ソフトウェア（ＲＰＡ）導入の検討

　④ 電子決裁・文書管理システム導入の検討

　⑤ 庁内情報セキュリティの向上

　⑥ システム導入による業務効率化

　⑦ 事業の進捗管理

　⑧ ICTを活用した働き方改革の検討

具体的な施策

み
ん
な
で
つ
く
る
　
み
ん
な
が
主
人
公
　
こ
れ
か
ら
の
じ
ょ
う
そ
う
物
語

基
本
理
念

具体的な施策

具体的な施策

具体的な施策
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３ 具体的な施策への展開 

（１）施策方針 その１ 「市民と一緒に進めるたのしい情報化」 

 

施策方針　その１ 　市民と一緒に進めるたのしい情報化

　① 市民協働事業の推進

　② 市民への行政情報提供の向上

　③ 市が保有するデータのオープンデータ化と活用

　④ 市の記録用映像データベース構築

具体的な施策
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実施事業 　① 市民協働事業の推進

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　市の課題解決には，市民協働が不可欠です。市民の皆さまと行政が一緒になってより
良い常総市をつくるために，市民協働のツールとしてのＩＣＴ活用を推進します。

ア）市民協働事業等に関し，メールやＳＮＳ等を使った告知や，参加者間の情報連携を
　　行います。（市民と共に考える課）
　　【官民デ⑩】
イ）公共インフラの損傷個所等をスマートフォンのアプリ等を利用して，市へ容易に連
　　絡が行えるようにします。（秘書課・地域拠点整備課）
　　【官民デ⑩】

　ア）市民と共に考える課　イ）秘書課・地域拠点整備課　他

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　市民の皆さまの協力を得ることで，より細やかなサービスの実施や多くの情報を得る
ことができるようになります。

　１－１　参画と協働の仕組みをつくり，活動の輪を広げる
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実施事業 　② 市民への行政情報提供の向上

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

　ア）秘書課　イ）幸せ長寿課・こども課・保健推進課　ウ）議会事務局
　エ）学校給食センター　オ）商工観光課・資産活用課　他

　現在，ＩCＴを使った市からの情報提供としてホームページやメール，ＳＮＳ（Ｆａ
ｃｅｂｏｏｋ，Ｉｎｓｔａｇｒａｍ，Ｔｗｉｔｔｅｒ），デジタルサイネージを利用し
ていますが，これからもこれらの情報提供手段を継続するとともに，より多くの方に利
用してもらうために内容の充実や安全に利用してもらうための機能拡充等を行っていき
ます。
　また，紙で発行している広報紙は，最も有効な行政の情報提供手段であるため継続し
て発行するとともに，今後はスマートフォン等の情報通信機器との連携等も行います。

ア）ホームページの見やすさ（標準化）や信頼性の向上とともに，ＳＮＳを活用した若
　　年層や子育て世代へのホームページと連携した情報提供を行います。
　　また，スマートフォンアプリを利用した広報紙の多言語化を進めます。
　　（秘書課）
　　【官民デ⑭】
イ）秘書課同様にＳＮＳの活用についての検討の他，個人がマイナンバーを利用したポ
　　ータルサイト「マイナポータル」の「お知らせ機能」を活用した情報発信の拡充を
　　行います。（幸せ長寿課・こども課・保健推進課）
　　【官民デ⑬】
ウ）年４回紙面で発行している「議会だより」のＳＮＳへの掲載と，ホームページ等他
　　の電子媒体との連携を行えるようにします。（議会事務局）
　　【官民デ⑭】
エ）学校給食の献立をホームページやＳＮＳ等へ掲載します。
　　（学校給食センター）
　　【官民デ⑪】【官民デ⑮－２】
オ）現在運用中のデジタルサイネージについて，より利便性を高めるために，データの
　　更新頻度を高め，市民が必要としているデータの提供を行います。
　　（商工観光課・資産活用課）
　　【官民デ⑭】（２０２１年度追加）

　１－１　参画と協働の仕組みをつくり，活動の輪を広げる

 

（※事業実施スケジュールは次ページ） 
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ア）事業項目
導入・実施

運用

イ）事業項目
検　討
実　施

ウ）事業項目
検　討

導入・実施

エ）事業項目
検　討

導入・実施

オ）事業項目
検　討
実　施
運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　③ 市が保有するデータのオープンデータ化と活用

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

　各種オープンデータを活用することにより，市では作業時間の短縮等の業務の効率化
が図られ，市が保有する様々な行政情報を公開することにより，市政の透明性及び信頼
性を高めることが期待できます。また，事業者等では，オープンデータをマーケティン
グや新製品，事業の企画立案に活用することが可能となります。

　ア）資産活用課・施設所管課　イ）税務課
　ウ）デジタル推進課・防災危機管理課
　エ）デジタル推進課　オ）都市計画課　カ）常創戦略課・デジタル推進課　他

　国，地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち，誰もがインターネット等
を通じて容易に利用（加工，編集，再配布等）できるよう，公開されたデータをオープ
ンデータと言います。
　市ではオープンデータによる行政の透明性，信頼性の向上を図るとともに，オープン
データの活用による市民参加・市民協働の推進を通じて諸問題の解決，地域活性化を図
ります。

ア）市で保有する１６５の公共施設データをオープンデータ化し，官民連携事業（ＰＰ
　　Ｐ）への活用が行えるようにします。（資産活用課・施設所管課）
　　【官民デ⑪】
イ）現在電話問合せにて対応している近傍宅地価格等のデータを，オープンデータ化し，
　　インターネット上で提供できないか検討します。（税務課）
　　【官民デ⑪】
ウ）自主防災組織がワークショップにおいて作成している，災害時における避難経路の
　　地図について，地図データを県が保有するＧＩＳシステムに公開することにより，
　　避難経路の確認や検索が容易に行うことが可能となり，情報共有が図られます。
　　（デジタル推進課・防災危機管理課）
　　【官民デ⑪】
エ）国で公開しているオープンデータカタログサイト「ＤＡＴＡ　ＧＯ．ＪＰ」に市が
　　保有するデータの掲載を推進します。（デジタル推進課）
　　【官民デ⑪】
オ）都市計画情報を地理情報システムデータとしてインターネット上に公開し，事業者
　　等で活用できる仕組みを構築します。（都市計画課）
　　【官民デ⑪】（２０２１年度追加）
カ）庁内で保有するデータを抽出・分析するシステムを導入し，システムから得られた
　　高精度かつ客観的なエビデンスを，政策立案に反映させる仕組みを構築します。ま
　　た，各課で保有するデータを全庁的に利活用することにより，新たな視点から市民
　　サービスの向上を図ります。（常創戦略課・デジタル推進課）
　　【官民デ⑪】（２０２１年度追加）

　７－１　市民満足度の高い行政運営を進める

 

（※事業実施スケジュールは次ページ） 
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ア）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

ウ）事業項目

導入・実施

運　用

エ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

オ）事業項目

導入・実施

運　用

カ）事業項目

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　④ 市の記録用映像データベース構築

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検　討

運　用

見直し

イ）事業項目

検　討

運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）生涯学習課　イ）商工観光課　他

　市民やボランティアの方に身近な情報やお祭り等の状況を撮影してもらい，市の記録
用データベースとして管理し，公開可能な動画に関してはホームページ上等で公開する
こと等を実施します。また，動画の作成には，デジタルカメラの他，スマートフォンで
も容易にデータベースに登録できるような仕組みを構築します。

ア）市民やボランティアから地元の伝統芸能や無形文化財等の映像を撮影，提供しても
　　らうことで，現在運営している市のデジタルミュージアムを拡充します。
　　（生涯学習課）
　　【官民デ⑮－２】
イ）観光スポットや地元で有名な名所等を撮影してもらい，市の観光案内としてＳＮＳ，
　　動画画像投稿サイト（Ｙｏｕ　Ｔｕｂｅ等）及びホームページ等に活用し掲載しま
　　す。（商工観光課）
　　【官民デ⑮－２】

　後世に語り継ぎたい郷土の文化や，地元の情報等を市民の協力により映像として記録
し，残すことができます。

　６－２　雇用を高め，賑わいをもたらす商工業・観光を振興する
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（２）施策方針 その２ 「みんなにやさしい情報化」 

 

施策方針　その２ 　みんなにやさしい情報化

　① オンライン申請（電子申請）の推進

　② マイナポータル及びマイキープラットフォームの活用

　③ 多言語化による対話の推進

　④ 税等収納方法の多様化公金支払方法の多様化

　⑤ 小中学校のＩＣＴ環境の向上

　⑥ スマートフォンアプリの活用

　⑦ ＩＣＴを活用した地域経済の活性化

　⑧ 電子図書館の構築

　⑨ 高齢者向けスマートフォン教室の開催

具体的な施策

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

― 51 ― 

実施事業 　① オンライン申請（電子申請）の推進

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

見直し

運　用

2023年度

　ア）デジタル推進課・関係各課　他

　これまで窓口で行ってきた申請や届出を，インターネットを経由して実施できるよう
にしたもので，窓口に来ることなく，パソコンやスマートフォン等からいつでも，どこ
からでも申請・届出が可能となり，利便性の向上が図られます。
　なお，申請者のなりすまし対策として，マイナンバー制度の開始に伴い，現在ではよ
り安全性の高い認証が可能となっています。総務省では今後マイナンバーカードを使っ
たオンライン申請やインターネット上の本人認証等での利用機会を増やし，利便性の向
上を図るとしています。
　市でもマイナンバーカードを使った電子申請をはじめ，広く電子申請の推進，促進を
図っていきます。

ア）オンライン申請の推進により，市民の利便性の向上を図ります。
　　（デジタル推進課・関係各課）
　　【官民デ⑩】【官民デ⑬】

　ライフスタイルの多様化が進む現代社会においては，申請窓口に直接来訪できない方
もいます。各種申請方法の多様化を図ることで市民の利便性が向上します。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める
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実施事業 　② マイナポータル及びマイキープラットフォームの活用

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

イ）事業項目

検　討

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）幸せ長寿課・こども課・保健推進課　　イ）関係各課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　主にマイナンバーに関連した個人情報を自ら確認できるポータルサイト「マイナポー
タル」が２０１７年から運用されています。ここでは，ネット上で自身の社会保険料な
どの納付状況を把握したり，行政機関が自分のマイナンバーに関わる情報をどのように
取り扱ったか等を確認することができるほか，行政（市を含む）からのお知らせ機能が
ついています。このお知らせ機能を使って市民向けの情報発信を行います。
　また，自治体ポイント制度の整備など，マイキープラットフォームを有効に活用し，
市の活性化につなげます。

ア）マイナポータルを活用した，プッシュ型の情報発信を行います。
　　（幸せ長寿課・こども課・保健推進課）
　　【官民デ⑬】
イ）自治体ポイント制度等のマイキープラットフォームを活用することにより地域の活
　　性化を図ります。（関係各課）
　　【官民デ⑬】

　マイナンバーを持つ個人単位に情報提供が行えるため，個人のニーズに合った情報提
供を行うことが可能です。また，マイキープラットフォームの活用により地域の活性化
とマイナンバーカードの普及促進が期待できます。
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実施事業 　③ 多言語化による対話の推進

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

事業項目

検　討

導入・実施

運用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　市民課・窓口関係各課　他

　１－１　参画と協働の仕組みをつくり，活動の輪を広げる

　常総市には，工業団地での働き手等として，多くの外国の方が在住しており，市役所
にも多くの外国の方が訪れています。
　英語，ポルトガル語，中国語等の言語に対応する必要があるため，混雑時期には通訳
者の手配が難しくなります。タブレット端末に翻訳ソフトを搭載することにより，案内
等の簡単な窓口業務に利用します。
　また，聴覚に障がいを持つ方向けに，手話ソフト等を利用してコミュニケーションが
図れるようにします。

　簡易な問い合わせ等に関しては，通訳者を通さず行えるため，外国人来庁者の待ち時
間の短縮になります。また，聴覚に障がいを持たれている方へ手話ソフトや絵，文字等
で案内が行えるため，今まで以上にきめ細かな対応を行えるようになります。
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実施事業 　④ 税等収納方法の多様化公金支払方法の多様化

実施事業

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

事業項目

ア）運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）税務課　　イ）行財政改革課・市民課・暮らしの窓口課・会計課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　市税等の収納方法は，金融機関での窓口納付，口座振替納付，コンビニでの納付の他，
クレジットカード決済（市税のみ）の導入等，納付機会の多様化を図っていますが，さ
らなる市民の利便性向上のため，住民票等の各種証明書の発行手数料や公共施設の使用
料等，窓口業務における支払のキャッシュレス化を進めます。

ア）２０１９年度からは電子マネーへの対応として，スマートフォンによる決済サービ
　　スアプリでの納付方法を導入し，キャッシュレス化にも対応した納付機会のさらな
　　る利便性の向上を図り，多様な市民のニーズに対応いたします。
　　（税務課）
　　【官民デ⑩】
イ）市民の利便性向上や新型コロナウイルス感染予防対策として，窓口に，クレジット
　　カードや電子マネー決済に対応した機器の導入を進めます。
　　（行財政改革課・市民課・暮らしの窓口課・会計課）
　　【官民デ⑩】（２０２１年度追加）

　多様な税等の収納方法公金支払方法を整備することは，近年多様化した市民のライフ
スタイルに対応することともに，収納機会が増えることで，市の税収率向上につながる
ことになります。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　⑤ 小中学校のＩＣＴ環境の向上

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

見直し

イ）事業項目

検　討

ハード環境充実

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

パソコン類更新，

授業支援環境構築

2019年度

　３－１　学校教育を充実し，次世代を育てる

　現在の教育現場においては，学校事務や成績処理といった校務面に加え，特に授業に
おけるＩＣＴ活用も全国的に活発化してきている状況です。市では，平成２７年度に教

育情報化推進計画を策定し，小中学校のＩＣＴ化に取組んでいますが，情報分野の進展
は日々目ざましく，さらに，新学習指導要領の実施や小学校におけるプログラミング教

育の導入など，今後の学習活動において積極的なＩＣＴ活用が想定されており，新たな

計画の策定が必要となっています。
　また，ＩＣＴ環境の整備面では，プロジェクター，大型モニター及び電子黒板等の大

型掲示装置の設置やタブレットの整備を進めておりますが，未だ十分とはいえない状況
です。さらに，授業でＩＣＴを有効に活用するためには，教員一人一人のより一層のス

キル向上も欠かせません。
　このようなことから，教育の現場でＩＣＴを有効に活用することにより，児童生徒の

授業理解の促進が図れるよう，学校ＩＣＴの総合的な環境整備を推進します。

ア）新たな教育情報化推進計画を策定します。（学校教育課・指導課）

イ）大型掲示装置やタブレット，パソコン等をはじめとしたハード環境の充実を図り，
　　それらを有効に関連付けて，より効果的な授業支援環境を構築します。

　　（学校教育課・指導課）
　　【官民デ⑭】

ウ）教育ＩＣＴの基礎知識や技能を習得するための教員向け研修と支援を実施します。

　　（学校教育課・指導課）
　　【官民デ⑭】

　ＩＣＴの活用は，ビジュアル的に印象付けたり，教師と児童生徒の双方向型の授業
（アクティブラーニング）を可能にします。これにより，児童生徒の学習理解が促進

され，学力の向上に繋がります。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度

2020年度

2022年度 2023年度2021年度

　ア）学校教育課・指導課　イ）学校教育課・指導課　ウ）学校教育課・指導課
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実施事業 　⑥ スマートフォンアプリの活用

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目
検　討

イ）事業項目
検　討

導入・実施
運　用

ウ）事業項目
検　討

導入・実施
運　用
見直し

エ）事業項目
検　討

導入・実施
運　用

オ）事業項目
検　討

導入・実施
見直し
運　用

カ）事業項目
運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　市民アンケートでは，約８割がインターネットへの接続にスマートフォンを利用し，

その割合は情報通信機器の中で最も多くなっています。また，電子メールの他，専用
アプリを使用することで，文字だけでなく画像や映像を使った情報提供が行えます。

　市では多くの課で今後スマートフォンアプリを使用した情報提供を検討しています
が，一つのアプリで市全体の情報を入手（もしくは，必要に応じた選択）できるよう

にします。

ア）市民の健康づくりのための運動や健康診断の受診に対して健康ポイント制を導入
　　し，アプリで管理できるようにします。（健康保険課・保健推進課）

イ）健診予約等の申請予約をインターネット上で管理できるようにします。
　　（保健推進課）

　　【官民デ⑩】
ウ）３市（常総市，つくばみらい市，取手市）と関東鉄道合同で行っている観光アプ

　　リ「ふらっと２９４」に様々な付加価値を加えたアップデートを実施していきま
　　す。（商工観光課）

　　【官民デ⑮－2】
エ）ごみの分別情報の閲覧や粗大ごみの回収申請を行えるようにし，ごみの分別やリ

　　サイクルに協力してもらうことで付与されるポイントをアプリで管理できるよう
　　にします。　（生活環境課）

　　【官民デ⑩】【官民デ⑪】
オ）施設の予約状況や申請等をアプリで管理できるようにします。（生涯学習課）
　　【官民デ⑩】

カ）現在実証実験中の防災アプリの検証を行います。（防災危機管理課）
　　【官民デ⑩】【官民デ⑪】

　他のスマートフォンアプリ同様，手軽に入手が行え，文字，音声，画像，動画等を

利用した市民に分かりやすい情報の提供が行えるようになります。
　また，市全体として一つのアプリに取りまとめることで使い勝手や，機能の向上，

コスト削減，健康ポイント等のポイント付与などについて関係各課での連携が期待で
きます。

　ア）健康保険課・保健推進課　イ）保健推進課　ウ）商工観光課　エ）生活環境課
　オ）生涯学習課　カ）防災危機管理課　他

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2023年度2022年度2021年度2020年度2019年度
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実施事業 　⑦ ＩＣＴを活用した地域経済の活性化

担当部署

じょうそう

未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

ア）事業項目

導入・実施

イ）事業項目

導入・実施

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）商工観光課　イ）農政課　ウ）デジタル推進課　他

　市ホームページ等を活用して，市内企業を支援するための情報提供を実施します。

　また，現在は，農業分野へのＩＣＴ活用もめざましい発展が見られます。効率的な農

業・儲かる農業の実現に向け調査・研究・情報提供をとおして，農業従事者を支援しま

す。さらに情報化社会が進展しＩＣＴ人材が不足する中，将来の常総市を担い地域経済

の活性化に寄与できるＩＣＴ人材の育成についても行政の視点から対策を検討していく

必要があります。

ア）ハローワーク等から市へ定期的に送られてくる雇用情報を市のホームページに連携

　　して掲載します。（商工観光課）

イ）ＡＩの活用といったスマート農業の情報収集・研究・提供により農業従事者を支援

　　します。（農政課）

　　【官民デ⑭】

ウ）ＩＣＴ人材育成セミナー等，市域の次世代を担うＩＣＴ人材育成に資する事業を実

　　施します。（デジタル推進課）

　　【官民デ⑭】

　市と企業との雇用情報や工業団地周辺等の環境整備状況等が市のホームページを通じ

て一元管理することにより，情報の共有が行いやすく相互の情報連携の促進が図られま

す。

　一方農業分野においては，農業の効率化により農業従事者の人手不足を解消し，農業

の活性化につながります。

　また，市域で育成されたＩCＴ人材が市の活性化や地域産業にかかわるようになるこ

とで，ＩCＴ人材不足を補うとともに地域経済の活性化が図られます。

　６－２　雇用を高め，賑わいをもたらす商工業・観光を振興する
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実施事業 　⑧ 電子図書館の構築

担当部署

じょうそう

未来創生プラン
重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

事業項目

検討

導入・実施

運用

　図書館　他

　３－２　生涯を通じた学習活動を促進する

　インターネットを通じてお持ちのパソコンやタブレット，スマートフォン等から電子
書籍を無料で借りて読むことができる電子図書館を構築します。また，ICタグ導入によ
る貸出・返却の自動化をすることで，市民の利便性の向上を図ります。
【官民デ⑭】（２０２１年度追加）

　コロナ禍での新しい様式に対応していくことができ，より安心して図書館を利用でき
るようになります。また，市民の利便性の向上だけでなく，業務の省力化も図られます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　⑨ 高齢者向けスマートフォン教室の開催

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

事業項目

検討

導入・実施

運用

　デジタル推進課

　３－２　生涯を通じた学習活動を促進する

　現在，様々な分野でデジタル化が進んでいますが，デジタルデバイドの解消が課題と
なっており，高齢者を中心とした情報受信弱者を減少させ，より幅広く，情報を受信で
きるようにすることが求められています。
　その一環として，高齢者をターゲットとしたスマートフォン操作教室を開催し，現在
スマートフォンを使用していない層又は活用しきれていない層へ向け，防災情報や緊
急情報をはじめとするデジタル情報が，確実に受信できるように支援を行います。

　住民のデジタル情報受信能力が向上することにより，市からこれまで以上に迅速かつ
正確な情報を伝達することが可能となります。

　また，住民への情報伝達手段がデジタル媒体へ徐々に移行することにより，紙面での
情報発信量が減少し，情報発信業務の効率化を図ることも可能です。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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（３）施策方針 その３ 「災害に強い情報化」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策方針　その３ 　災害に強い情報化

　① 防災・災害情報伝達手段の強化

　② 公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備促進

　③ 要配慮者の情報連携の強化

　④ 災害時等におけるＩＣＴ業務継続の強化（ＩＣＴ－ＢＣＰ）

　⑤ ＩＣＴを利用した被災者支援の強化

具体的な施策
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実施事業 　① 防災・災害情報伝達手段の強化

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

導入・実施

運　用

イ）事業項目

運　用

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）防災危機管理課　イ）防災危機管理課　ウ）防災危機管理課・デジタル推進課　他

　災害時には，市民に対する迅速かつ正確な情報提供が必要とされます。
　そのため，様々なシチュエーションを想定し，その時々で利用できる情報伝達手段を
最大限に活用します。

ア）既設の防災行政無線（デジタル）の継続利用と共に，放送内容を防災メールとして
　　携帯電話やスマートフォン等へ配信するサービスを実施します。
　　（防災危機管理課）
イ）現在運用しているスマートフォン用防災アプリの普及啓発を図ります。
　　（防災危機管理課）
ウ）防災危機管理課とデジタル推進課とが連携し，新たな防災・災害情報伝達手段の検
　　討を行い実現します。（防災危機管理課・デジタル推進課）
　　【官民デ⑭】

　様々な情報伝達手段から情報を提供することで，より多くの市民が情報に触れること
ができるようになります。また，複数の情報伝達手段から情報を得ることで，信頼性も
高くなります。
　ただし，パソコンや携帯電話，スマートフォン，タブレット端末等の情報通信機器か
ら提供する情報については，一定の情報弱者がいることを想定し，情報提供の補完方法
も用意することが必要です。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　４－１　安全な暮らしを確保する

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　② 公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備促進

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

事業項目

導入・実施

運　用

　防災危機管理課・社会福祉課・学校教育課・デジタル推進課　他

　４－１　安全な暮らしを確保する

　災害時，電話回線が輻輳（ふくそう）のために利用でもきない場合でも，インターネ
ット回線は接続しやすく，災害時でも効果的に情報を受発信できる通信手段とされてい
ます。
　市では現在，市役所本庁舎，議会棟及び石下庁舎並びに市立図書館，水海道あすなろ
の里，水海道総合体育館及び石下総合体育館で公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）を整備し
ていますが，引き続き避難所となる施設への公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備を進
めていきます。
【官民デ⑭】

　災害時，避難所で公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）が使用できることで，電話回線が不
通や輻輳している状態でも，情報伝達や情報収集を行うことができるようになります。
　また，平常時，人が多く集まる公共施設に公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）を整備する
ことにより，住民サービスの向上を図ることができます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　③ 要配慮者の情報連携の強化

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

運　用

実施事業

導入・実施

運用

　ア）防災危機管理課・社会福祉課・幸せ長寿課　イ）幸せ長寿課　他

　４－１　安全な暮らしを確保する

　要介護認定者等のデータベースを構築し，庁内及び医療機関等と情報共有します。災
害発生時においても，避難所等からデータベースを確認できるようにし，安心した避難
所生活を送れるような環境を整備します。
　また，災害発生時に避難等の支援が必要となる避難行動要支援者のデータベースを構
築し，情報共有をします。

ア）災害発生時の安否確認や避難等の支援が必要な避難行動要支援者をリストアップし
　　て，データベースを構築し，関係各所で情報共有することで，必要とするサービス
　　を提供します。また，災害発生前にデータベースを構築しておくことで，それぞれ
　　の避難行動計画を作成することができ，災害時に迅速な対応可能となります。
　　（防災危機管理課・社会福祉課・幸せ長寿課）
イ）要介護認定者等の安否確認及び避難所等における医療と介護の情報共有のため，多
　　職種協働のコミュニケーションプラットフォームを整備します。また，市域で利用
　　できる施設等も掲載した地域資源一覧の被災報告機能により，地域の介護保険施設，
　　医療機関等の稼働状況も共有できるようになります。
　　（幸せ長寿課）
　　【官民デ⑮－１】

　災害発生時の要配慮者に対するスムーズな安否確認や支援活動を行うことができます。
　また，急な避難所生活になったとしても要配慮者が必要とする介護や医療等の情報を
関係各所と共有することで，要配慮者が必要とする支援が行えます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　④ 災害時等におけるＩＣＴ業務継続の強化（ＩＣＴ－ＢＣＰ）

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検討

導入・実施

運用

イ）事業項目

検討

導入・実施

運用

　ア）デジタル推進課　イ）デジタル推進課　他

　４－１　安全な暮らしを確保する

　市役所における業務の多くは情報システムに依存しており，災害時でも情報システム
が稼動していることが極めて重要になります。そのため市役所業務全体の業務継続計画
（ＢＣＰ）を作成するとともに，情報システムに特化した業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣ
Ｐ）を作成し，業務の継続力を高めていきます。
　また，基幹業務システムは既にクラウド化しており，災害時でも業務が継続できる仕
組みを構築していますが，今後は災害時における近隣自治体との，基幹系業務システム
の相互応援の仕組みを構築します。

ア）ＩＣＴ－ＢＣＰの作成を行います。（デジタル推進課）
イ）近隣自治体との災害時相互応援の仕組みを構築します。（デジタル推進課）

　災害時でもシステムが停止することなく，業務継続が可能となることにより，災害発
生直後の迅速な情報収集連絡体制の確立と，市民への救急・救命，避難対策，生活支援
が効率良く行うことができ，結果として市民の生命・財産を守るための行動を継続して
行えます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　⑤ ＩＣＴを利用した被災者支援の強化

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

運　用

イ）事業項目

運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）防災危機管理課　イ）税務課　他

　４－１　安全な暮らしを確保する

　災害発生後において，被災者が速やかに日常生活を取り戻すため，必要とする情報の
提供はもとより，ＩＣＴや関連システムを有効活用することで，効率的に支援を行える
ようにします。

ア）災害発生後において，被災者支援システムを有効活用し，義援金・見舞金や支援金
　　の支給等が迅速かつ適切に行えるようにします。（防災危機管理課）
イ）り災証明書の発行は，災害が発生した際の被災者支援の第一歩となるため，調査及
　　び交付に被害認定現地調査システム及びり災証明書発行管理システムを活用し，迅
　　速化を図ります。（税務課）
　　【官民デ⑮－１】

　義援金や見舞金等の支給及び適切な支援の情報発信，物流の供給等，正確な被災者管
理を行うとともに，迅速かつ適切なり災証明書の発行を行うことができます。
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（４）施策方針 その４ 「電子自治体の推進」 

 

施策方針　その４ 　電子自治体の推進

　① デジタル化の推進

　② タブレット端末の活用

　③ 定型入力業務効率化ソフトウェア（ＲＰＡ）導入の検討

　④ 電子決裁・文書管理システム導入の検討

　⑤ 庁内情報セキュリティの向上

　⑥ システム導入による業務効率化

　⑦ 事業の進捗管理

　⑧ ICTを活用した働き方改革の検討

具体的な施策
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実施事業 　① デジタル化の推進

担当部署

じょうそう

未来創生プラン

重点施策

期待される

効　　　果

　ア）社会福祉課　イ）地域拠点整備課　ウ）道路課　エ）（２０２１年度削除）

　オ）議会事務局　カ）デジタル推進課　キ）生涯学習課　ク）デジタル推進課

　ケ）資産活用課・会計課　コ）資産活用課　サ）総務課・デジタル推進課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　デジタル化を進めることは，印刷コストや書類等の保存コストの削減だけでなく，電

子申請・電子決裁業務の促進や文書管理システムの導入といった，電子自治体の推進と

なります。また，庁舎外にもバックアップデータを保存することで，災害時に庁舎が被

災しても安心です。

　電子自治体の推進は，市民の方にとっても自宅で各種申請業務や，引越しの際の行政

手続きが行えるようになる等の利便性が向上します。

事業概要

　市では，現在も会議等における配布資料をデータ化し，情報端末（パソコン）で閲覧

することができるペーパーレス会議システムによりペーパーレス化を推進しています。

　今後は，現在紙で運用・管理している各業務単位での書類や資料等のデジタル化を進

めます。

ア）会議や審査会等で配布する資料をデータ化し，会議システム上で管理できるように

　　します。（社会福祉課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

イ）市内の公園を管理している紙の台帳や，汎用ソフト等を使って自前で作成している

　　データベースについてシステム化を行います。（地域拠点整備課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

ウ）道路管理を紙の台帳で管理していますが，窓口での検索時間を短縮できるようシス

　　テム化を行います。（道路課）

　　【官民デ⑮ー２】

エ）（２０２１年度削除）

オ）議会で配布する資料や議員履歴を管理ずる台帳のデジタル化・システム化を図りま

　　す。（議会事務局）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

カ）ペーパーレス会議システムを継続して利用するとともに，利用拡大を促進します。

　　（デジタル推進課）
　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

キ）現在運営している市のデジタルミュージアムの更なる充実を図るとともに，地元の

　　伝統芸能や無形文化財等の映像を撮影し保存できるようにする等の拡充を図ります。

　　（生涯学習課）

　　【官民デ⑮－２】

ク）ペーパーレス化の推進にあわせて，ファイルサーバ内のデータを効率的に管理する

　　仕組みを構築します。（デジタル推進課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

ケ）各課で所有している備品台帳をシステム化し，購入・所管換え・処分等の適切な管

　　理を実施できる仕組みを構築します。また，財務会計システムと連携することで，
　　事務効率化を図ります。（資産活用課・会計課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

コ）電子署名を利用した電子契約サービスを導入することで，市及び事業者において，

　　ペーパーレス化及び送付等労力が軽減されます。また，短期間での契約が可能とな

　　り，迅速な事業展開が可能となります。（資産活用課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】（２０２１年度追加）

サ）プリンター及び複合機の設置台数の最適化を実施し，ペーパーレス化，省電力化及

　　び機器やトナーの経費削減を行います。また，併せて紙書類の取り忘れなどがない

　　ようセキュアプリントを導入し，セキュリティ強化に努めます。

　　（総務課・デジタル推進課）

　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】（２０２１年度追加）

 
（※事業実施スケジュールは次ページ） 
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ア）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

エ）事業項目

オ）事業項目

検　討

導入・試験運用

本格運用

カ）事業項目

運　用

キ）事業項目

運　用

見直し

ク）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

ケ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

コ）事業項目

検　討

導入・実施

サ）事業項目

検　討

導入・実施

（２０２１年度削除）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度
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実施事業 　② タブレット端末の活用

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運用

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

運用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）社会福祉課　イ）健康保険課・市民課・他窓口担当部署

　ウ）農政課・道路課・農業委員会　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　携帯性，視認性に優れ，音声入力も行えるタブレット端末は，利用方法次第で様々な

業務で活用可能です。

　特に庁舎外での作業が多い部課では，出先での資料閲覧や入力作業による業務の効率
化が期待されます。また，スマートフォンはアプリによる機能拡張が可能なため，例え

ば翻訳アプリを使用して，窓口での多言語対応といった活用も期待できます。

ア）各世帯への訪問業務時に，過去の訪問履歴閲覧や入力，問い合わせ先等の検索に活

　　用します。（社会福祉課）
　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

イ）翻訳アプリを利用した外国人来庁者への多言語対応に活用します。

　　（健康保険課・市民課・他窓口担当部署）
ウ）現地確認調査時等，図面データ等の調査に必要な資料の閲覧及び入力に活用します。

　　（農政課・道路課・農業委員会）
　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー２】

　庁舎外でも資料の検索や入力作業が行えるため，今まで庁内に戻ってから行っていた

作業時間を短縮することができます。また，窓口での対応においても多言語での対応，

タブレット端末上の画面を使っての説明等，今まで以上にきめ細かい対応が期待できま
す。

　ただし，業務によっては個人情報を取り扱う場合も有るので，持ち出しにはセキュリ
ティを含めた事前の運用検討が大切です。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

運用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）デジタル推進課　イ）税務課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　ＲＰＡ（Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ）は，パソコンで
行うデータ移行等の単純な入力作業を自動化するソフトウェアです。ＲＰＡの導入によ
り，「作業時間の短縮（効率化）」や「ミスの少ない正確で的確な処理」が可能と言わ
れています。
　市でも各課業務のＲＰＡ化について検討します。

ア）各課業務への導入の有効性を検証し，全庁的な本格導入を行います。
　　（デジタル推進課）
　　【官民デ⑮ー１】
イ）ＲＰＡ導入により作業時間の短縮を目指し運用を実施します。
　　（税務課）
　　【官民デ⑮ー１】

　システム間のデータ移行の自動化の他，ＯＣＲ（紙からの文字のデータ読込）との組
み合わせにより，市民が記入した申請書の内容を読み取り，ＲＰＡを利用してシステム
に登録する等，更なる効率化も期待できます。
　今まで職員が行っていた，膨大かつ単純な入力作業時間が短縮されることで，他の業
務や住民とのコミュニケーションなどにその時間を充てることができ，住民サービスの
向上につながります。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　③ 定型入力業務効率化ソフトウェア（ＲＰＡ）導入の検討
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実施事業 　④ 電子決裁・文書管理システム導入の検討

担当部署

じょうそう
未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

ア）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

ウ）事業項目

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）総務課・会計課　イ）総務課　ウ）会計課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

　庁内での各種決裁の多くは，未だ押印を必要とした紙による決裁となっており，特に
出先機関等では，決裁文書を持ち回るために，多くの時間・労力が必要となっています。

このため，電子決裁・文書管理システムの導入により，決裁にかかるコスト軽減を図る
とともに，庁内や部課内の決裁文書を一元的に管理します。なお，電子決裁・文書管理

システムの導入にあたっては，業務手順の見直しや業務プロセスの再構築及び横断的な

情報の共有化を行います。
　また，電子決裁・文書管理システムの導入により，庁内のデジタル化が推進され，電

子自治体の推進が図られます。

ア）庁内臨時職員の出退勤を現状の紙での管理から，一般職員と同様の電子決裁の管理
　　にします。（総務課・会計課）

　　【官民デ⑮－２】
イ）電子決裁・文書管理システムの導入検討時に，業務プロセス全般の見直しを行うこ

　　とで行政事務や行政プロセスの効率化を検討するとともに「見える化」を行います。

　　（総務課）
　　【官民デ⑮－１】

ウ）伝票の電子決裁化を推進します。（会計課）
　　【官民デ⑮－２】

　電子決裁システムを導入するにあたっては，各種業務申請から意思決定までのプロセ
スを業務単位に再整理することにより，重複している業務，不要な手順等の整理・洗い

出しが可能となり，庁内業務の効率化を図ることができます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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実施事業 　⑤ 庁内情報セキュリティの向上

担当部署

じょうそう

未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

ア）事業項目

運　用

見直し

イ）事業項目

運　用

ウ）事業項目

運　用

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）デジタル推進課　イ）デジタル推進課　ウ）デジタル推進課　他

　７－１　市民満足度の高い行財政運営を進める

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　職員の情報セキュリティ意識の向上及び物理的なセキュリティ対策の向上を図ること

により，市民の財産やプライバシーを守り，行政サービスの安全・確実な提供が図られ

ます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　個人情報や情報システムなどの情報資産を保護するために，市では情報セキュリティ

ポリシーを策定し，定期的に見直しを行っています。今後も国・県等の動向にあわせて，

情報セキュリティポリシーの見直しを行うとともに，監査体制の充実を図ります。

　また，マイナンバー制度の施行に伴い，職員の情報セキュリティに対する一層の意識

向上が必要です。情報セキュリティポリシーの遵守を，全職員が常に意識し実行するよ

う，研修を通して継続的に啓発を行います。

　一方ハード面についても，基幹業務システムログイン時に生体認証を導入する等，様

々な情報セキュリティ対策を講じていますが，今後もＩＣＴの進展にあわせた対策を行

います。

ア）情報セキュリティポリシーの見直し・監査体制の充実を行います。

　　（デジタル推進課）

イ）職員の情報セキュリティ研修を継続して行います。（デジタル推進課）

　　【官民デ⑰】

ウ）ハード面における情報セキュリティ対策を継続して行います。

　　（デジタル推進課）
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実施事業 　⑥ システム導入による業務効率化

担当部署

じょうそう

未来創生プラン

重点施策

事業概要

期待される

効　　　果

ア）事業項目

検　討

システム調達

システム導入

所蔵データ入力

イ）事業項目

導入・実施

運　用

ウ）事業項目

検討

エ）事業項目

導入・実施

オ）事業項目

検　討

導入・実施

運　用

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2022年度 2023年度

2023年度

2019年度 2020年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）生涯学習課・図書館　イ）農政課　ウ）デジタル推進課

　エ）デジタル推進課　オ）学校教育課・学校給食センター　他

　7-1　市民満足度の高い行財政運営を進める

　今まで手作業で行っていた業務について，システムを導入することにより，業務の効

率化が図れるものについては，削減できる時間やコスト等の費用対効果を精査した上で，

システムの導入を推進します。

　なお，システムの導入にあたっては，クラウド化や複数自治体による共同調達・共同

運用を推進し，経費削減や調達事務に係る負担軽減を図ります。

ア）地域交流センター内図書室の蔵書管理及び貸出システムを，市立図書館で稼働して

　　いる既設図書館システムと連携させます。（生涯学習課・図書館）

　　【官民デ⑩】

イ）石下地区の地籍調査結果データは現在も紙の管理のままのため，データ化するとと

　　もに水海道地区を管理している既設システムとの連携を行います。

　　（農政課）

　　【官民デ⑮－２】

ウ）経費削減や調達事務に係る負担軽減，災害時の相互支援等を図るために，行政手続

　　の簡素化・迅速化，行政事務の効率化等を推進するために，基幹業務システムにつ

　　いて，自治体クラウドに参加します自治体情報システムの標準化を推進します。

　　（デジタル推進課）

　　【官民デ⑮－１】

エ）業務の効率化・最適化を図るため，電算ヒアリングを継続的に実施します。

　　（デジタル推進課）

　　【官民デ⑮－１】

オ）学校給食費の管理業務をシステム化し，学校事務の効率化と教職員の事務改善を図

　　ります。（学校教育課・学校給食センター）

　　【官民デ⑮－１】

　事前に費用対効果を検証のうえシステム導入を実施するため，業務の効率化，コスト

削減が期待でき，結果的には市民サービスの向上につながります。

　また，クラウド化や複数自治体による共同調達・運用により，情報セキュリティレベ

ルの更なる向上・ＩＴコストの抑制・災害対策の向上が期待できます。

2019年度 2020年度 2021年度
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実施事業 　⑦ 事業の進捗管理

担当部署

事業概要

期待される
効　　　果

事業項目

導入・実施

見直し

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　デジタル推進課　他

　本計画で定めた事業を継続的に進捗確認し，事業継続／事業見直し／事業の中止や廃
止について検討します。
　また，ＰＤＣＡサイクル（Ｐｌａｎ（計画）・Ｄｏ（実行）・Ｃｈｅｃｋ（評価）・
Ａｃｔｉｏｎ（改善））を円滑に行うための仕組みを構築します。

　必要な事業は継続して行われ，情報化推進本部によるチェックにより，より一層の業
務改善が図られることが期待できます。
　また，なかなか実施されない事業に対しては，原因を明確にし，事業計画に無理等が
あれば改善を行います。
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実施事業 　⑧ ICTを活用した働き方改革の検討

担当部署

事業概要

期待される
効　　　果

ア）事業項目

導入・実施

運　用

イ）事業項目

検　討

導入・実施

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

　ア）総務課・施設所管課・デジタル推進課
　イ）都市計画課・商工観光課・デジタル推進課　他

　少子高齢化や情報化の進展，また，新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともない，
そこで生活する私たちの生活様式も変わってきています。今後は個々の生活環境に合わ
せた働き方についても検討する必要が出ています。
　また，近年は，国においても時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の検討が推
進されており，妊娠，出産，子育て，介護等，生活環境の変化に伴い，在宅勤務，モバ
イルワーク（施設に依存しない勤務），施設移動型勤務（常勤施設とは異なる施設での
勤務）等も改革の推進手法のひとつとされています。
ア）令和２年度から，外部から庁内ネットワークを利用できるテレワークシステムを実
　　証事業として導入しており，今後は，本格導入を進めるとともに，利用の拡充を行
　　います。また，公民館等の公共施設でも利用できるよう環境の整備やセキュリティ
　　面について，検討を行います。（総務課・施設所管課・デジタル推進課）
　　【官民デ⑮ー１】【官民デ⑮ー②】（２０２１年度追加）
イ）市では，空き家を活用した移住推進施策を検討しています。その一環として空き家
　　・空き店舗をサテライトオフィスやリモートワークスペースとして整備します。
　　また，民間企業と連携することで，効率的な運用を行います。
　　（都市計画課・商工観光課・デジタル推進課）
　　【官民デ⑮ー②】（２０２１年度追加）

　テレワークシステムの導入により，自宅等の外部からも事務が可能となり，コロナウ
イルス感染防止が図られるとともに，働き方改革として事務の効率化・時間外勤務の削
減が図られます。また，移動時間の短縮や交通費・燃料費の削減が図られます。
　職員が各公民館に分散配置されることにより，公共施設の有効活用が図られ，地域住
民からの簡単な相談等を受付けする体制を構築することで，市民サービスの向上にもつ
ながります。
　事業者や市民の働き方改革に寄与できます。また，空き店舗が有効活用されるととも
に，中心市街地の活性化が図られます。
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第６章 推進体制 

 

１ 情報化の推進体制 

市では，市域及び庁内の情報化を推進するため，副市長を本部長とする「情報化推進本

部」を設置しています。本計画に掲げた各施策については，毎年度この推進本部に進捗を報

告し，進行管理を行っていきます。 

    なお，個々の施策については，基本的には各主管課において推進していくものとしますが，

施策の推進にあたり複数課の連携が必要になる場合は，「情報化推進本部」の下部組織として，

必要に応じて専門部会を設置し，この専門部会において検討を進めていきます。 

 

 

 

 

市民

企業 情報公開

意見

協働

 

常総市情報化推進体制図 
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２ 職員研修 

情報化を効果的に推進するには，ＩＣＴスキルの向上が欠かせません。また，市が預かっ

ている市民の大切な情報を守るために，職員の情報セキュリティ対策力の向上が必須である

と考えています。 

そのため，以下のような研修を職員に対して実施します。 

 

（１）情報活用能力向上のための研修  

       業務の効率化を図るために，各種業務用アプリケーションの活用や表計算ソフトウェア等

を応用的に活用するための研修を実施します。 

 

（２）情報セキュリティ対策のための研修  

情報セキュリティ対策は，情報化の進展とともに変化していきます。そのため，常に最新

の情報セキュリティ知識を理解するとともに，市職員として情報セキュリティ遵守を徹底す

るための研修を定期的かつ継続的に実施します。  
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３ 推進スケジュール 

本計画に掲げた各事業については，毎年度進捗状況を評価し，必要に応じてスケジュールの

変更や事業の見直しを行っていきます。 

また，計画期間の中間年度（２０２１年度）には，社会情勢や情報化技術の進展及び事業の

進捗状況を総合的に評価し，必要に応じて計画の見直しを実施します。 

また，計画期間の最終年度（２０２３年度）には，毎年度の事業の進行状況や社会情勢，市

民ニーズ等を踏まえて次期情報化計画の検討を実施していきます。 

以下に，本計画における推進スケジュールを示します。  

 

 

「情報化推進スケジュール」 

  ◎必須 ▲必要に応じて 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

計画 

 

 

 

    ▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し 

 

 

 

    ▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し 

 

 

 

    ▲ 

計画中間見直し 

 

 

 

    ▲ 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

見直し 

 

 

 

    ◎ 

新計画の検討 

 

推進 

体制 

   ◎ 

推進体制確立 

     ▲ 

体制見直し 

 ▲ 

体制見直し 

     ▲ 

体制見直し 

     ▲ 

体制見直し 

 

進行 

管理 

 

 

 

◎ 

事業年度評価 

 

 

 

◎ 

事業年度評価 

 

 

 

◎ 

事業年度評価 

 

 

 

◎ 

事業年度評価 

 

 

 

◎ 

事業総合評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次常総市地域情報化計画（5 年間） 
次期計画 
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添付資料 
 

 

 

 

地域情報化計画策定に関するアンケート調査集計 
 

■ 市民アンケート単純集計結果 

■ 企業アンケート単純集計結果 
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地域情報化計画策定に関する市民アンケート調査集計 

 

■ 市民アンケート調査日 平成３０年１０月１０日～２４日 

■ 市民アンケート配布数 ８００通 

■ 市民アンケート回収数 ２４９通（３１．１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１１月６日 

 

常総市情報政策課 
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男性

43.8%

女性

55.8%

無回答

0.4%

n=249

Ｉ あなたご自身についておうかがいします。 

 

問１ 性別をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 年齢をお答えください。 

6.0

9.6

10.8

13.7

7.2

10.4

12.4

19.7

10.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

13歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～64歳

65歳～69歳

70歳～79歳

80歳以上

n=249
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問３ お住まいの地区をお答えください。 

18.5

14.1

8.4

8.0

7.2

6.0

5.2

5.2

4.4

4.4

4.4

4.0

3.6

2.8

2.0

1.2

0.0

0.4

0% 5% 10% 15% 20%

水海道

石下

岡田

内守谷

豊岡

三妻

五箇

豊田

大生

菅生

飯沼

坂手

大花羽

菅原

玉

大塚戸

わからない

無回答

n=249

 

 

 

問４ ご職業をお答えください。（〇は１つだけ） 

25.3

22.1

15.7

10.8

8.8

7.6

4.0

4.8

0.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

無職

会社員（契約社員・派遣社員含む）

パート・アルバイト

専業主婦

自営業

学生

公務員

その他

無回答

n=249
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インターネッ

トを利用し

ている

62.2%

インターネット

を利用していな

い

33.3%

無回答

4.4%

n=249

Ⅱ あなたご自身のインターネットや情報機器の利用状況等についておうかがいします。 

 

問５ 【すべての方におうかがいします】 

あなたは，日常的にインターネットを利用していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】 

あなたが，日常的にインターネットを利用する際に，使用する機器をお答えください。 

81.3

60.6

23.9

7.1

7.1

5.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

スマートフォン

パソコン

タブレット端末

携帯電話・PHS

インターネット対応型テレビ

インターネット対応型ゲーム機

その他

n=155
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問７ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】  

あなたが，日常的にインターネットを利用する目的をお答えください。 

 

73.5

68.4

65.8

65.2

63.9

52.9

51.0

32.3

31.0

28.4

23.9

18.7

12.9

8.4

7.7

7.7

4.5

3.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

天気予報の利用

SNS（LINE（ライン）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツイッター）など）の利用

電子メールの送受信

地図・交通情報の提供サービス

ニュースサイトの利用

インターネットショッピング

ホームページやブログの閲覧・運用・書き込み

辞書・辞典サイトの利用

動画投稿・共有サイトの利用

無料通話アプリやボイスチャットの利用

オンラインゲームの利用

ラジオ、テレビ番組・映画などのオンデマンド配

信サービスの利用

インターネットオークション

金融取引

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

デジタルコンテンツの購入・取引

「いばらき電子申請」を含む、電子政府・

電子自治体の利用

eラーニングの利用

その他

n=155
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問８ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】 

あなたは，どのような手段で市の情報を取得していますか。 

69.7

41.9

35.5

16.8

16.8

16.8

5.2

3.9

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

広報紙

ホームページ

防災行政無線

新聞

口コミ

SNS（LINE（ライン）、Facebook

（フェイスブック）、Twitter（ツイッター）など）

電話

その他

無回答

n=155

 

 

問９ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】 

あなたは，どれくらい市の公式ホームページ，Facebook（フェイスブック），TwＩＴ

ter（ツイッター）をご覧になっていますか。 

毎日見

ている

4.5%

週2～3回程

度見ている

2.6% 週1回程度見

ている

2.6%

月1～2回程度

見ている

19.4%

年数回見たこ

とがある

41.3%

見たことが

ない

27.7%

無回答

1.9%

n=155
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問１０ 【「インターネットを 利用している」方におうかがいします】 

あなたは，どのようなＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）を利用しています

か。 

74.8

28.4

25.8

24.5

13.5

2.6

1.3

1.3

0.0

15.5

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

LINE（ライン）

Twitter（ツイッター）

Instagram（インスタグラム）

Facebook（フェイスブック）

google+（グーグルプラス）

mixi（ミクシィ）

gree（グリー）

mobage（モバゲー）

その他

利用していない

無回答

n=155

 

 

 

問１１ 【「インターネットを 利用していない」方におうかがいします】 

あなたが，日常的にインターネットを利用しない理由をお答えください。 

54.2

41.0

27.7

13.3

13.3

2.4

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要性が無い

設定方法や操作方法がわからない

興味が無い

パソコンやスマートフォンなど機器の金額

や、月々の通信料が高い

セキュリティなどの安全面に不安がある

その他

無回答

n=83
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Ⅲ 常総市が行っている行政サービスや，今後の要望等についておうかがいします。 

問１２ 【すべての方におうかがいします】 

常総市の行政サービスで，あなたの関心や利用意向が高い分野をお答えください。 

  

60.2

53.4

32.9

19.3

18.9

17.3

11.6

11.6

8.0

6.8

4.4

4.0

0.4

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防災・防犯・安全に関する分野

福祉（健康・医療・介護など）に関する分野

生活・環境に関する分野

市内の交通や移動手段に関する分野

観光・イベントに関する分野

学校・教育に関する分野

妊娠・出産・子育てに関する分野

産業（農業・商業他）振興に関する分野

生涯学習に関する分野

電子申請（市の申請手続きなど）に関する分野

わからない

市が持つ各種データ活用に関する分野

その他

無回答

n=249
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問１３ 【すべての方におうかがいします】 

行政サービスの各分野で，あなたが必要とする（常総市にあると良いと思う）サービス

をお答えください。 

 

サービス分野（１） 防災・防犯・安全に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービ

ス 

76.7

63.5

58.6

4.0

0.0

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

パソコンやスマートフォン、携帯電話を

使った市との情報共有の向上

屋内（自宅など）における情報収集・配信

サービスの整備

防災・防犯に関する情報を入手するため

の環境整備

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

「パソコンやスマートフォン，携帯電話を使った市との情報共有の向上」と回答の方で，是非実現

して欲しいと思うサービス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.4

73.3

30.9

23.0

14.7

0.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

災害による通行止めや不審者情報の位置などが、地図データ

上に表示されるサービス

大雨などにより、冠水が想定される箇所の雨量情報や通行可

否情報をメールなどで受けられるサービス

市民がSNSやメールなどを通じて市へ災害情報や防犯情報を

通報するサービス

市民がスマートフォンアプリから災害現場などの写真を地図

データ上に張り付けて市へ災害状況などを通報するサービス

子供が持つスマートフォンや携帯電話のGPS機能から居場所を

探してくれるサービス

その他

無回答

n=191
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「屋内（自宅等）における情報収集・配信サービスの整備」と回答の方で，是非実現して欲しいと

思うサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「防災・防犯に関する情報を入手するための環境整備」と回答の方で，是非実現して欲しいと思う

サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.1

58.9

36.7

23.4

7.0

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家庭のテレビに市役所からの防災・防犯情報が文字放送として画

面脇に表示されるサービス

防災行政無線の音声放送を受信できる戸別受信機の無料配布

緊急時にボタンを押すと屋外（玄関脇など）のランプが点灯したり、

指定したアドレスへメールを送信してくれるサービス

独居生活している高齢家族の日常生活行動（戸の開け閉めや電

気の使用など）から定期的に安否情報をメールしてくれるサービス

防災行政無線の放送が音声と文字放送で受信できるデジタル受

信端末の一部有料配布

その他

n=158

56.8

56.2

33.6

33.6

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市役所や公共施設（図書館など）、避難所（小中学校など）、駅などの

人が集まる場所でのフリーWiFiスポットの設置

市役所や公共施設（図書館など）、避難所（小中学校など）、駅などの

人が集まる場所での液晶テレビなどを使用した情報提供設備の整備

独居老人向けに、市の防災メールを受信設定済みにしたスマートフォ

ンや携帯電話を貸し出しするサービス

防災行政無線のスピーカー設置柱への文字表示装置（多言語対応）

の設置

その他

n=146
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サービス分野（2） 妊娠・出産・子育てに関する分野であなたの望む（あると良いと思う） 

サービス 

34.5

32.5

26.1

24.5

10.0

0.4

49.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子供の成長や健康に係る情報を管理する

ためのサービス

出産・子育てに関する情報などを容易に

検索できるサービス

保育所・幼稚園に関するサービスの充実

各種相談が行えるサービス

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

 

「子供の成長や健康に係る情報を管理するためのサービス」と回答の方で，是非実現して欲しいと

思うサービス 

66.3

47.7

43.0

37.2

1.2

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子供の予防接種のスケジュールをメールで

通知してくれるサービス

スマートフォンアプリを利用した、子供の予

防接種管理や成長記録を残せる電子母子

手帳サービス

妊娠・出産・子育てに関する必要な手続きや

月齢にあった健診日程を通知するサービス

市が実施する子育てに関するイベントなどを

表示し、チェックしたイベントなどをメールな

どで通知してくれるサービス

その他

無回答

n=86
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「出産・子育てに関する情報等を容易に検索できるサービス」と回答の方で，是非実現して欲しい

と思うサービス 

53.1

51.9

42.0

23.5

22.2

11.1

9.9

1.2

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

妊娠・出産・子育てに関する市の助成金や補助

金などを簡単に検索・申請できるサービス

市内の医療機関の診療時間などを検索できる

サービス

空き保育所の簡易検索や申請、通知サービス

今いる位置から医療機関への道案内をしてくれ

るサービス

妊娠・出産・子育てに関する情報が集約されて

いるサイト

今いる位置から公園・児童館・おでかけひろば

などの道案内をしてくれるサービス

妊娠中の過ごし方や、出産準備に関する教室

の予約や案内のサービス

その他

無回答

n=81

 

 

 

「保育所・幼稚園に関するサービスの充実」と回答の方で，是非実現して欲しいと思うサービス 

55.4

50.8

49.2

1.5

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

保育所・幼稚園での生活をセキュリティに

配慮し、両親や親族に限定したインター

ネットによる映像配信サービス

保育所・幼稚園へのインターネットによる

出欠登録サービス

幼稚園送迎バスがあと何分くらいで到着

するか（現在どのあたりを走っているか）ス

マートフォンなどで教えてくれるサービス

その他

無回答

n=65
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「各種相談が行えるサービス」と回答の方で，是非実現して欲しいと思うサービス 

55.7

54.1

29.5

1.6

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

妊娠・出産・子育ての相談をサイトな

どから予約できるサービス

妊娠・出産・子育ての相談を専門家に

行えるメールなどでのサービス

AI（人工知能）を使った子育てに関す

る質問に対する自動応答サービス

その他

無回答

n=61
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サービス分野（3） 福祉（健康・医療・介護等）に関する分野であなたの望む（あると良いと思

う）サービス 

34.9

19.3

11.2

10.0

9.6

8.8

0.0

38.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

介護者の状態に合った介護施設の入所検索や申込

みサービス

市で実施している健康診断をサイトなどから予約で

きるサービス

一人暮らしの両親が何をしているか、メールなどで

通知してくれるサービス

スマートフォンのアプリにより、体重や運動量、食事

などの管理やアドバイスなどをしてくれるサービス

わからない

簡単な健康相談や受診をパソコンや、スマートフォン

などのカメラで行ってくれるサービス

その他

無回答

n=249

 

 

サービス分野（4） 学校・教育に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

15.3

14.5

13.7

13.7

9.2

0.8

50.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

生徒の障がいに応じ、授業をサポートする

情報機器やシステム

タブレット端末による電子教材の導入

小中学生向けのコンピュータプログラムを

作成する授業

わからない

他の学校で使用した電子教材などを、学校

間で共有できるデータベース

その他

無回答

n=249
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サービス分野（5） 生涯学習に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

17.3

16.1

14.1

14.1

12.0

8.8

7.6

0.0

45.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

講演会やセミナーなどを自宅でも見ることができるサービス

わからない

自宅のパソコンやスマートフォンなどで見ることができる電子書籍

の公開

市民が得意なこと（料理や裁縫、おもちゃの修理など）を市のホー

ムページなどに登録し、必要としている人を探してくれるサービス

地域の隠れた名所や史跡などの体験ツアーを地元の住民が市の

ホームページ上に掲載し、観光客などに紹介するサービス

自身が持っている技術や知識などを、教えてもらいたい人に紹介

してくれるサービス

市の歴史や名所などをインターネット上の博物館として集めた

バーチャルミュージアム（仮想博物館）

その他

無回答

n=249
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サービス分野（6） 産業（農業・商業他）振興に関する分野であなたの望む（あると良いと思

う）サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.1

14.5

10.4

9.2

8.8

8.0

5.2

4.8

2.4

0.8

48.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市内の特産品などをまとめて紹介、販売するホームページの開設

わからない

農作物の生産から加工、販売までを一元管理（6次産業化）すること

で、地域活性化につながるサービス

ドローンを活用した農作物の監視や農薬散布

AI（人工知能）などを活用し、効率的に通年農業が行える環境整備

栽培する作物をインターネット経由で管理し、その情報（栽培方法や

使用農薬、出荷時期など）を消費者が閲覧できるサービス

ネットワークによる害獣監視や警報システム

商品やサービスの宣伝のため、ホームページ開設やSNSの利用方

法などを教えてくれるサービス

業務用システムの導入に向けたアドバイスやアドバイザーの派遣を

してくれるサービス

その他

無回答

n=249
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サービス分野（7） 市内の交通や移動手段に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サ

ービス 

22.1

20.1

17.3

13.3

1.6

46.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

タクシーで、同じ方向へ行く人と同乗すれば、

料金が割引になるサービス

鉄道やバスの運行状況や目的地までの乗り

換えなどが簡単に検索できるサービス

待っているバスが、あと何分くらいで到着す

るか（現在どのあたりを走っているか）スマー

トフォンなどで教えてくれるサービス

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

サービス分野（8） 観光・イベントに関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

22.5

16.5

9.2

8.0

6.8

0.4

49.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市民が地域のお祭りやイベントを、市のホームページの地

図上に登録・告知できるサービス

わからない

スマートフォンを使った、外国人観光客向け、翻訳サービ

ス（QRコード読み取りによる音声ガイドなど）

スマートフォンを使ったAR※（拡張現実）により、観光地や

史跡などをバーチャルガイドが案内するサービス

スマートフォンを使った、市内観光名所のスタンプラリー

その他

無回答

n=249
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サービス分野（9） 生活・環境に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サービス 

27.7

15.3

14.9

12.4

10.4

10.4

10.0

9.2

0.8

39.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

粗大ごみの収集依頼をスマートフォンのアプリから

簡単にできるサービス

地域住民が対話できるような地域活性化の拠点づ

くり

スマートフォンへ、ごみ収集日の朝、収集するごみ

の種類をメールやアプリで連絡してくれるサービス

通学路の危険箇所通知サービス

通行車両に対する道路情報の提供サービス

交通安全設備の情報提供サービス

粗大ごみ処分費のクレジットカードや電子マネーで

の支払い

わからない

その他

無回答

n=249

 

 

サービス分野（10） 市への申請手続き等に関する分野であなたの望む（あると良いと思う）サー

ビス 

27.7

22.9

14.5

10.8

0.4

47.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

複数の申請手続きを行う際、同一項目（名前や住

所など）は、自動で記載してくれるサービス

自宅パソコンなどで事前に申請書類を記入して送

付し、修正や受取だけを市役所で行うサービス

市役所に行く前に申請窓口の混雑具合がイン

ターネットで調べられるサービス

わからない

その他

無回答

n=249
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問１４ 【すべての方におうかがいします】 

あなたは，マイナンバーカードを持っていますか。 

マイナンバー

カードを持って

いる

29.3%

マイナンバー

カードを持って

いない

65.1%

マイナンバー

カードを知らな

い

1.6%

無回答

4.0%

n=249

 

 

問１５ 【マイナンバーカードを持っている方におうかがいします】 

あなたが，あると良いと思うマイナンバーカードのサービスや活用方法お答えくださ

い。 
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問１６ 【マイナンバーカードを持っていない方におうかがいします】 

あなたが，マイナンバーカードを持っていない理由をお答えください。 

 

 

問１７ 【すべての方におうかがいします】 

あなたが，防災・防犯分野の情報を入手している（入手しようと思う）方法をお答えく

ださい。 
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問１８ 【すべての方におうかがいします】 

公開した方が有用と思われる，オープンデータはありますか。 

 

問１９ 【すべての方におうかがいします】 

あなたは，インターネット等が普及していることに，不安を感じていることはあります

か。 
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問２０ 【自由意見】 

この設問では，常総市の情報化施策の現状や今後の取組，その他情報化社会全般につい

てのご意見を自由に記入していただきました。いただいた 62 件のご意見の要旨は以下の

とおりです。 

 

・ＩＣＴが苦手な人にも配慮し，アナログ手法や苦手な人でも使えるＩＣＴ化等多用な

検討が必要 （8 件） 

・災害・防災等，安全安心に関する情報発信の必要性，重要性及び改善（18 件）  

・ＩＣＴを活用した市の活性化を推進（1 件） 

・市の魅力発信の推進（4 件） 

・行政の情報セキュリティの徹底（4 件） 

・市からのお知らせ・手続き分野に対するＩＣＴ活用を推進し情報格差を解消（2 件） 

・障がい福祉や高齢福祉等，福祉に関する情報発信の強化（1 件） 

・市域の情報化を積極的に推進要望（1 件） 

・市の財政状況を考慮したＩＣＴ推進（1 件） 

・その他（12 件） 



 

― 102 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域情報化計画策定に関する企業アンケート調査集計 

 

■ 企業アンケート調査日 平成３０年１０月１０日～２４日 

■ 企業アンケート配布数 １５３通 

■ 企業アンケート回収数   ８３通（５４．２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１１月６日 

 

常総市情報政策課 
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Ｉ 貴社についてお伺いします。【あてはまるものに○印をつけてください。】 

 

問１ 貴社の業種をお答えください。 

56.6

27.7

4.8

4.8

1.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.4

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

製造業

医療・福祉

建設業

その他サービス業

運輸業

不動産業

卸売・小売業

情報通信産業

飲食店・宿泊業

金融・保険業

教育・学習支援業

その他

無回答

n=83

 

 

  

問２ 貴社の従業員数をお答えください。 

1～5人

6.0%

6～20人

22.9%

21～50人

26.5%

51～100人

26.5%

101～300人

10.8%

301～500人

3.6%

501 ～1000人

2.4%

1001人以

上

1.2%

n=83

 



 

― 104 ― 

Ⅱ 貴社のインターネットや情報環境等についてお伺いします。 

 

問３ 【皆さんにお伺いします】 

貴社の業務では，インターネット（メール，ホームページ等）を利用していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 【「インターネットを 利用している」会社にお伺いします】 

貴社のインターネット回線環境をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネッ

トを 利用し

ている

96.4%

インターネット

を 利用してい

ない

1.2%

無回答

2.4%

n=83

ISDN

7.5%

CATV

0.0%

光ファイバー

ケーブル

77.5%

Wi-fi

6.3%

その他

1.3%

無回答

7.5%

n=80
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問５ 【「インターネットを 利用している」会社にお伺いします】 

貴社のインターネット回線速度をお答えください。ベストエフォートで契約している場

合は，最大速度でお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 【「インターネットを 利用している」会社にお伺いします】 

貴社のＬＡＮ等による社内ネットワーク構築状況についてお答えください。 

 

構築している

82.5%

構築していな

い

8.8%

検討または構

築中

0.0%
分からない

8.8%

n=80

 

1Mbps以下

0.0%

10Mbps以下

2.5%

30Mbps以下

2.5%

50Mbps以下

2.5%
100Mbps以下

11.3%

101Mbps以

上

20.0%
分からない

53.8%

無回答

7.5%

n=80
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問７ 【「インターネットを 利用している」会社にお伺いします】  

貴社の，社外（支店や営業拠点等含む）とのネットワーク構築状況についてお答えくだ

さい。 

構築している

52.5%

構築していな

い

36.3%

検討または構

築中

3.8%
分からない

7.5%

n=80

  

 

        

問８ 【皆さんにお伺いします】 

貴社の業務における情報システムの導入状況についてお答えください。 

情報システム

を導入している

85.5%

情報システムを

導入していない

9.6%

無回答

4.8%

n=83

 



 

― 107 ― 

問９ 【「情報システムを 導入している」会社にお伺いします】 

貴社が導入している情報システムの種類についてお答えください。 

 

 

64.8

50.7

49.3

43.7

35.2

32.4

26.8

23.9

22.5

19.7

15.5

12.7

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

財務会計

仕入れ・生産・販売情報

人事給与

顧客管理

物品・資材調達

文書管理

設計（CAD/CAM）

グループウエア

物流管理

営業支援

EDI（電子データ交換）

インターネット販売

その他

n=71
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Ⅲ 市への要望等についてお伺いします。 

 

問１０ 【皆さんにお伺いします】 

市が保有しているデータで，公開した方が有用と思われる，オープンデータはあります

か。 

47.0

39.8

38.6

37.3

28.9

18.1

18.1

16.9

15.7

13.3

9.6

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市内の危険個所や災害データ

公共施設、医療機関などの施設情報のデータ

申請、届出、許認可に関するデータ

安心・安全に係る情報（防犯データなど）

市で計測している環境情報のデータ

常総市の人口や世帯数の分布データ

観光・イベントに係るデータ

市内の地質データ

ごみの分別状況や地域収集日などのデータ

特にない

わからない

無回答

n=83

 

問１１ 【皆さんにお伺いします】 

貴社では情報化において，どのような支援を必要としていますか。 

36.1

34.9

31.3

15.7

10.8

8.4

3.6

25.3

7.2

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

情報化を担う人材育成の支援

情報化を進めるための相談・支援

情報化に伴う投資への資金融資・補助

地域企業ポータルサイトの作成

IT専門家の紹介等

情報関連産業の育成・誘致

その他

必要ない

無回答

n=83
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問１２ 【自由記述】 

企業様の視点でいくつかのご意見をいただきました。いただいたご意見の要旨は次のと

おりです。 

  

・情報へのアクセスが簡易であってほしい。 

 ・災害に役立つ情報を望む。 

 ・医療機関の情報（診療科や診療時間等）の情報が必要。 

 ・各介護施設の情報を総合的にまとめて把握できると便利。 

 ・県等と連携してオープンデータ化に取組むべき
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用 語 解 説 

Ｎｏ 用  語 掲載頁 解  説 

１ ＩＣＴ Ｐ１ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｎ 

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの略。情報処理および情報通信，つまり，

コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産

業・設備・サービス等の総称。 

２ 行政の透明化 Ｐ３ 行政が保有する情報や政策の内容を，市民に積極的に公開するこ

と。行政の透明性を高める取り組みとしては，情報公開条例を定

め，行政情報を積極的に公開・提供し，行政評価の導入により政

策の内容を明らかにすること等がある。 

３ 市民協働 Ｐ３ 市民，自治会・町内会，ボランティア団体，ＮＰＯ，事業者，企

業，市等の様々な主体が，公共の利益に資する同一の目的をもっ

て取り組むまちづくり活動に対し，対等の立場で連携の上，協力

し，協調して取り組むこと。 

４ 官民連携 Ｐ３ 官庁（行政）と民間（企業，大学，ＮＰＯ等）が，互いの取り組

みについて情報を共有し，一緒に事に当たること。 

５ Ｌアラート Ｐ３ 避難勧告・指示等といった，安心・安全に関わる公的情報等，住

民が必要とする情報が迅速かつ正確に住民に伝えられることを目

的とした情報基盤のこと。全国の情報発信者（地方公共団体等）

が発信した情報を，地域を越えて全国の情報伝達者（メディア

等）に一斉に配信できるので，住民はテレビ，ラジオ，携帯電

話，ポータルサイト等の様々なメディアを通じて情報を入手する

ことが可能となる。 

６ アプリ Ｐ３ アプリケーションの略で，ワープロソフト，表計算ソフト，画像

編集ソフト等，作業の目的に応じて使うソフトウェア。スマート

フォンの登場をきっかけに，アプリという略語の形で一気に認知

度が上がった。 

７ 無線 LAN Ｐ３ 無線でデータの送受信を行う構内通信網（Ｌｏｃａｌ Ａｒｅａ 

Ｎｅｔｗｏｒｋ）のこと。特に，ＩＥＥＥＥ８０２．１１ 諸規

格に準拠した機器で構成されるコンピュータネットワークのこと

を指す場合が多い。 

８ 被災者支援シス

テム 

Ｐ３ 災害対策基本法に基づく「被災者台帳」をデータベース化したも

の。このシステムにより，災害時における適切な被災者支援を行

う。 
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９ 被害認定調査シ

ステム 

Ｐ３ 災害発生時において，このシステムアプリを搭載したスマートフ

ォン及びタブレット等を使用し，災害現場にてり災証明書発行の

基礎となる災害の程度を調査するシステム。これらを用いること

により，迅速かつ正確に調査することができる。 

１０ り災証明書発行

システム 

Ｐ３ 被害認定調査システムにて調査した災害の程度の結果を，り災証

明書として発行するシステム。データ管理機能等にも優れてお

り，多種多様な統計にも対応できる。 

１１ 市民の声データ

ベースシステム 

Ｐ４ 市民の方からの意見・要望を一元化し，全庁的な情報共有・進捗

管理をするシステム。 

１２ デジタルサイネ

ージ（情報案内

端末） 

Ｐ４ 液晶ディスプレイ等のカラー映像表示が可能な装置で，ネットワ

ークに接続され，外部から情報を配信することができるものを言

い，公共施設等に設置し，施設利用者に案内等を行う機器。 

１３ ワンストップサ

ービス 

Ｐ４ 一度の手続きで，必要とする関連作業を全て完了させられるよう

に設計されたサービス。様々な行政手続きをいっぺんに行える

「ワンストップ行政サービス」のことを指す場合が多い。 

１４ いばらき情報セ

キュリティクラ

ウド 

Ｐ５ 社会保障・税番号制度の施行に伴い，自治体の情報セキュリティ

対策の抜本的強化を図るために，これまで各市町村が個別にイン

ターネットに接続していたものを，茨城県および県内全市町村で

集約し，インターネットからの通信を一元管理するもの。 

これにより，インターネットリスクに対する監視機能の強化や，

事件・事故が発生した際の迅速な対応が可能となる。 

１５ 基幹業務システ

ム 

Ｐ５ 行政サービスや自治体業務を行う上での中核となるシステムで，

住民記録・税・福祉といった重要情報を管理するシステム。 

システムの安定稼働や強固なセキュリティが必要なため，システ

ムの二重化，インターネット等の外部ネットワークとの完全分離

といった対策が施されている。 

１６ セキュリティポ

リシー 

Ｐ５ 企業全体の情報セキュリティに関する基本方針。広義には，セキ

ュリティ対策基準や個別具体的な実施手順等を含む。 

１７ 生体認証 Ｐ５ 人間の身体や行動の特徴を使って，個人を認証する技術のこと。

バイオメトリック認証などとも呼ぶ。 

指紋や目の虹彩，筆跡などは，人によって異なるため，そのよう

なものを使って個人の認証を行うこと。 

１８ 森林クラウド Ｐ５ 行政機関や林業事業体等が持つ情報を，ネットワークを通して共

有・管理する地理情報システム。情報の一元管理，相互共有によ

り効率的かつ実効性のある森林管理の推進やデータ精度の維持向

上を図る。 

１９ ペーパーレス Ｐ５ データや資料を紙に印刷して保管・共有・閲覧等行っていた方法

からコンピュータシステム上でのファイルの操作や画面表示で代

替しようとする試み。企業の業務の効率化やコスト低減の取り組

みの一環として行われる。 



 

― 112 ― 

２０ マイナンバ－制

度 

Ｐ５ 社会保障・税番号制度のことであり，複数の機関に存在する個人

の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための基盤

であるとともに，社会保障・税制度の効率性・透明性を高め，国

民にとって，利便性の高い公平・公正な社会を実現する社会基盤

のこと。 

マイナンバーとは，行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律に基づいて，日本国内に住民票を有

するすべての個人に割り当てられる「個人番号」の通称。住民票

コードを変換して得られる１２桁の固有の番号で，住所地の市町

村長が指定し通知する。 

２１ ＳＮＳ Ｐ６ Ｓｏｃｉａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅの略であ

り，インターネット上で，個人間の交流を支援する会員制のコミ

ュニティ型Ｗｅｂサイトのこと。会員制であることから従来のＷ

ｅｂサイトより信頼性が高く，誰でも自由に参加できるものと，

既存の参加者の紹介がないと参加できないものがある。 

２２ 電子入札システ

ム 

Ｐ６ 茨城県及び共同利用に参加している市町村が発注する建設工事等

において，入札の参加申し込みや入札書の提出，開札作業等を行

う「電子入札システム」と，発注情報や入札結果の公表等を行う

「入札情報サービス」の総称。 

２３ 公共施設予約シ

ステム 

Ｐ６ パソコンや携帯電話から，市町村が保有する体育館やテニスコー

ト等，公共施設の空き検索や予約申し込みが行えるシステム。 

２４ いばらきデジタ

ルまっぷ 

Ｐ６ 茨城県と県内市町村が共同で整備運営し，それぞれが保有する地

図情報を，インターネットで公開する地理情報システム。 

２５ ハザードマップ Ｐ６ 地震，津波，高潮，洪水，浸水，噴火，土砂災害等の被害を予測

し，被害のおそれのある地域や避難に関する情報を掲載した地

図。 

２６ Ｙｏｕ Ｔｕｂｅ Ｐ６ 米国企業Ｙｏｕ Ｔｕｂｅが提供するサービスで，個人がホーム

ビデオや自主制作した映像等を登録・公開し家族や友人らと共有

することができるもの。Ｙｏｕ Ｔｕｂｅは，友人からの招待や

事前登録がなくてもサイトを利用することが可能であり，登録さ

れた動画に対してコメントを付けること等によって，利用者間で

コミュニケーションを図ることができる。 

２７ 緊急速報メール Ｐ７ 緊急地震速報に加えて，国や自治体が発信する「災害・避難情

報」や「津波警報」等を，携帯電話等に発信するサービスの名

称。 

２８ 防災行政無線 Ｐ７ 「地域防災計画」に基づき，それぞれの地域における防災，応急

救助，災害復旧に関する業務に使用することを主な目的として，

併せて，平常時には一般行政事務に使用できる無線局であり，高

度化する通信ニーズ（画像伝送・データ伝送等）へ対応してい

る。 
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２９ Ｆａｃｅｂｏｏ

ｋ 

Ｐ７ 世界最大のＳＮＳで実名での登録・現実の知り合いとインターネ

ット上でつながるサービス。もともとは米国の学生間の交流を目

的に開発され，サークルやパーティーの募集，就職や趣味等，さ

まざまな情報交換に利用されている。 

３０ Ｔｗｉｔｔｅｒ Ｐ７ ２００６年にアメリカのＯｂｖｉｏｕｓ 社（現Ｔｗｉｔｔｅｒ

社）が開始したＳＮＳ。ユーザーは１４０文字以内（全角）でメ

ッセージや画像，動画，ＵＲＬを投稿することができ，不特定多

数のユーザーとの情報共有やユーザー同士での会話も容易にでき

る。 

３１ 統合型ＧＩＳ Ｐ８ Ｇｅｏｇｒａｐｈｉｃ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ

の略。各部署が利用している地図情報（道路・街区・建物・河川

等）を統合・電子化し，情報共有化と事務効率化を目的とした地

理情報システム。 

３２ Ｊ－ＭＡＰ Ｐ８ 常総市で平成２０ 年度に導入した統合型ＧＩＳの通称。Ｊｏｓ

ｏ のＪとＪａｐａｎ のＪを冠した地理空間情報システムのこ

と。 

３３ 総合窓口受付シ

ステム 

Ｐ８ 窓口業務を，窓口業務と台帳業務に分離・分業化し，住民に最適

な手続案内を行うワンストップサービスを提供するシステムであ

る。住記システムの範囲に留まらない広範囲の総合窓口を実現す

る。 

３４ ６次産業化 Ｐ１１ 農林水産業者が生産（１次），加工（２次），販売（３次）まで一

体的に取り組んだり，２次，３次業者と連携して新商品やサービ

スを生み出したりすること。１～３次と掛け合わせることから

「６次」という。消費者のニーズに応じた生産，供給が可能にな

り，農林水産業者の所得向上，地域の活性化につながるとされ

る。 

３５ 世界最先端ＩＴ

国家創造宣言 

Ｐ１２ 「創造宣言」は，今後５年程度の期間に，わが国の国民一人ひと

りが IT の恩恵を実感できる世界最高水準のＩＴ国家となるため

に必要となる政府の取組等をまとめたもの。 

３６ ＩＴ Ｐ１２ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（情報技術）の

略。コンピュータやネットワークに関わるすべての技術を総称す

る言葉として使用される。 

３７ ＩｏＴ Ｐ１２ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ（モノのインターネッ

ト）の略。自動車，家電，ロボット，施設等あらゆるモノがイン

ターネットにつながり，情報のやり取りをすることで，モノのデ

ータ化やそれに基づく自動化等が進展し，新たな付加価値を生み

出すというコンセプトを表した語である。 
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３８ ＡＩ Ｐ１２ Ａｇｒｉ Ｉｎｆｏｍａｔｉｃｓの略。最新の情報科学等に基づ

く技術を活用して，より高度な生産・経営を実現させること。 

３９ ビッグデータ Ｐ１２ ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが，そのデータ間の関

係性等を分析することで新たな価値を生み出す可能性のあるデー

タ群のこと。例えば， ソーシャルメディア内のテキストデー

タ・画像，携帯電話・スマートフォンが発信する位置情報，時々

刻々と生成されるセンサデータ等がある。 

４０ サイバーセキュ

リティ 

Ｐ１２ 電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式（以下この条において「電磁的方式」という。）

により記録され，又は発信され，伝送され，若しくは受信される

情報の漏えい，滅失又は毀損の防止その他の当該情報の安全管理

のために必要な措置並びに情報システム及び情報通信ネットワー

クの安全性及び信頼性の確保のために必要な措置（情報通信ネッ

トワーク又は電磁的方式で作られた記録に係る記録媒体（以下

「電磁的記録媒体」という。）を通じた電子計算機に対する不正

な活動による被害の防止のために必要な措置を含む。）が講じら

れ，その状態が適切に維持管理されていることをいう。（サイバ

ーセキュリティ基本法より） 

４１ Ｓｏｃｉｅｔｙ 

５．０ 

Ｐ１２ サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより，

地域，年齢，性別，言語等による格差なく，多様なニーズ，潜在

的なニーズにきめ細やかに対応したモノやサービスを提供するこ

とで経済的発展と社会課題の解決を両立し，人々が快適で活力に

満ちた質の高い生活を送ることのできる，人間中心の社会。 

４２ 電子政府 Ｐ１４ コンピュータやネットワーク等の情報通信技術（ＩＴ）を行政の

あらゆる分野に活用することにより，国民・住民の方々や企業の

事務負担の軽減や利便性の向上，行政事務の簡素化・合理化等を

図り，効率的・効果的な政府・自治体を実現しようとするもの。 

４３ デジタル・ガバ

メント 

Ｐ１４ 国民・事業者の利便性向上に重点を置き，行政の在り方そのもの

をデジタル前提で実現すること。官民データ活用推進基本法及び

「デジタル・ガバメント推進方針」に示された方向性を具体化

し，実行する「デジタル・ガバメント実行計画」により，法人設

立や自動車保有，外国人の在留資格手続きのオンライン化やワン

ストップサービスの実現等，今後５年間のデジタル・ガバメント

実現に向けた計画が示されている。 

４４ ＣＩＯ Ｐ１４ Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒの略。日

本語では「最高情報責任者」「情報システム担当役員」「情報戦略

統括役員」等と訳される。企業や行政機関等といった組織におい

て情報化戦略を立案，実行する責任者のこと。 
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４５ 業務改革 

（ＢＰＲ） 

Ｐ１４ ＢＰＲはＢｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｒｅｅｎｇｉｎｅ

ｅｒｉｎｇの略。既存の組織やビジネスルール等を抜本的に見直

し，利用者の視点に立って，業務プロセス全体について職務，業

務フロー，管理機構，情報システムを再設計すること。 

４６ オープンデータ Ｐ１４ 企業や行政等が保有し，限られた場所でのみ利用されているデー

タを，自由に利活用できるようにすること。これにより，有益な

情報の利活用が進み，地域産業等において情報が利活用されるこ

とで，新しいサービスの創出が期待される。 

４７ ＡＰＩ Ｐ１４ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｐｒｏｇｒａｍｍｉｎｇ Ｉｎｔｅｒ

ｆａｃｅの略。複数のアプリケーション等を接続（連携）するた

めに必要なプログラムを定めた規約のこと。 

４８ クラウド Ｐ１５ ユーザ（企業・行政・個人等）が独自にハードウェア，ソフトウ

ェア及びデータ等を保有・管理せずに，インターネット等の通信

回線を利用してサービスを受ける利用形態のこと。 

４９ ＲＰＡ Ｐ１５ Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎの略。

ＡＩ等の技術を用いて，業務効率化・自動処理を行うことであ

る。 

５０ マイナポータル Ｐ１５ マイナンバー制度の導入に併せて新たに構築した，国民一人ひと

りがアクセスできるポータルサイトのこと。具体的には，自己情

報表示機能，情報提供等記録表示機能，プッシュ型サービス，ワ

ンストップサービス等を提供する基盤であり，国民一人ひとりが

様々な官民のオンラインサービスを利用できる。 

５１ 地域経済応援ポ

イント 

Ｐ１５ 自治体ポイントを付与するための方法の一つ。クレジットカード

のポイントや航空会社のマイレージ等，自治体ポイントに変換で

きる民間の協力企業のポイントのことを言う。 

５２ 自治体ポイント Ｐ１５ 自治体ポイントには，地域経済応援ポイントと各自治体が自己財

源によって付与するポイントがある。自治体ポイントの使途とし

て，地域の商店での買い物やオンラインショップから全国の特産

品を購入すること等が可能。 

５３ 自治体ポイント

ナビ 

Ｐ１５ 自治体ポイントの概要や自治体ポイントの集め方や使い方を教え

てくれる総務省が運営するホームページ。 

５４ マイレージ Ｐ１６ 飛行機によるフライトや暮らしの中等でポイントとして貯めて，

多様な特典等に交換することができるポイントプログラムのこ

と。 

５５ 公的個人認証サ

ービス 

Ｐ１７ 公的個人認証サービスとは，オンラインで（＝インターネットを

通じて）申請や届出といった行政手続き等やインターネットサイ

トにログインを行う際に，他人による「なりすまし」やデータの

改ざんを防ぐために用いられる本人確認の手段。  
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５６ 電子証明書 Ｐ１７ マイナンバーカード等のデータを外部から読み取られるおそれの

ないＩＣカードに記録された本人等を確認するためのデータ。 

電子証明書には，以下の２種類がある。  

・  署名用電子証明書…インターネット等で電子文書を作成・送

信する際に利用（例：e-Tax 等の電子申請）。「作成・送信した

電子文書が，利用者が作成した真性なものであり，利用者が送信

したものであること」を証明する。  

・  利用者証明用電子証明書…インターネットサイトやコンビニ

等のキオスク端末等にログインする際に利用（例：マイナポータ

ルへのログイン，コンビニでの公的な証明書の交付）。「ログイン

した者が，利用者本人であること」を証明。 

５７ プッシュ型サー

ビス 

Ｐ１８ 必要な情報をユーザーの能動的な操作を伴わず，自動的に配信さ

れるタイプの技術やサービスのこと。 テレビやラジオ等のよう

に情報提供者側からユーザーに対して情報が「押し出されてく

る」ように感じられることから，こう呼ばれている。 

５８ ねんきんネット Ｐ１８ 「日本年金機構」が運営するホームページ上のサービス。これま

での年金記録や，これから受け取る年金の見込額等，ご自身の年

金に関する情報をパソコンやスマートフォンから，いつでもどこ

でも確認できるサービス。 

５９ ｅ－Ｔａｘ Ｐ１８ 国税に関する各種の手続きについて，インターネット等を利用し

て電子的に手続きが行えるシステム。これまでの書面による申告

書等の持参又は送付による提出方法に加え，申告書等を電子デー

タの形式でインターネットを通じて送信するという，新たな提出

方法の選択肢を利用者等に提供するもの。 

６０ ネットバンキン

グ 

Ｐ１８ インターネットバンキング又はオンラインバンキングのこと。イ

ンターネットを通じてユーザーのパソコンと金融機関のコンピュ

ータシステムを接続し，振込みや預金残高照会等のサービスを自

宅やオフィス等から行うことができるシステムの総称。一般的な

インターネットバンキングでは，店頭のＡＴＭで提供されている

ような預金残高照会や口座振り込み，口座振り替え等のサービス

をオンラインで利用することができる。 

６１ デジタルデバイ

ド 

Ｐ１９ インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利

用できない者との間に生じる格差のこと。 

６２ タブレット端末 Ｐ２２ コンピュータ製品の分類の一つで，板状の筐体の片面が触れて操

作できる液晶画面（タッチパネル）になっており，ほとんどの操

作を画面に指を触れて行うタイプの製品のこと。 



 

― 117 ― 

６３ ＰＨＳ Ｐ２２ 携帯電話と似た無線電話サービス。Ｐｅｒｓｏｎａｌ Ｈａｎｄ

ｙｐｈｏｎｅ Ｓｙｓｔｅｍの略で，１．９ＧＨｚ帯の周波数帯

を利用している。１９９５年にサービスが開始され，携帯電話よ

り料金が安く，音質が良い等の特徴から人気を呼んだが，携帯電

話の料金値下げが進んだ結果，ＰＨＳの利用者は減少した。２０

１９年２月現在，ＰＨＳ事業を営んでいるのは，ソフトバンクと

ウィルコム沖縄のＹ！ｍｏｂｉｌｅブランドのみ。 

６４ ＬＩＮＥ Ｐ２３ ２０１１年にＮＡＶＥＲ ＪＡＰＡＮが発表したメッセンジャー

ソフト。無料でＩＰ電話やチャットができ，主な特徴としては，

限られた利用者内でのサービス（ＣＬＯＳＥＤ）であることや，

リアルな関係性を重視したネットワークであることがあげられ

る。 

６５ ブログ Ｐ２３ インターネット上で公開されている日記形式のホームページのこ

と。 もともとは，「Ｗｅｂ Ｌｏｇ」（ホームページの履歴の意

味）から派生した言葉であると言われている。 

６６ ボイスチャット Ｐ２３ コンピュータネットワーク上で，二人以上の相手と音声によるメ

ッセージをリアルタイムでやり取りするシステム。又は，そのサ

ービスのこと。チャットと異なり，キーボード等による文字入力

が必要ないため，オンラインゲームの利用者同士によるコミュニ

ケーション等に利用される。スカイプはこの一種。 

６７ オンデマンド配

信サービス 

Ｐ２３ インターネット上の映画やドラマ，アニメ等の見たい動画を選択

して，好きな時間に視聴することができる有料のサービス。アマ

ゾンプライムやＨｕｌｕ，ａｕビデオパス等がある。 

６８ ｅ－ラーニング Ｐ２３ パソコンやインターネットを利用したＩＣＴ技術を活用した学習

教育。利用者は好きな時間に学ぶことができる。 

６９ エリアメール Ｐ３１ 気象庁が配信する「緊急地震速報」「津波警報」「気象等に関する

特別警報」，各省庁・地方公共団体が配信する「災害・避難情報」

（Ｊアラートにて配信される国民保護情報等）を，回線混雑の影

響を受けずに受信することができる。対象エリア内にいるｄｏｃ

ｏｍｏの携帯電話利用者向けサービス。 

７０ 光ファイバーケ

ーブル 

Ｐ３３ 光ファイバーケーブルは，従来の電話線に使われている通信ケー

ブル（銅線）の数百分の１の太さで，千倍以上の情報量を伝送で

きるケーブル。髪の毛ほどの太さの光ファイバーケーブルで，電

話回線ならば２，０００回線以上のデータを送ることが可能。 
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７１ グループウェア Ｐ３３ 組織や企業でパソコンによるネットワークを活用して情報共有や

コミュニケーションの効率化を図り，グループで作業することを

支援するソフトウェアの総称。主な機能として，メンバー間や外

部とのコミュニケーションを行う電子メール機能，メンバー間の

打ち合わせや議論等を行うための電子会議室機能，グループ全体

に情報を伝達する電子掲示板機能，スケジュールを共有するスケ

ジューラ機能，そのほか文書共有機能，決済や稟議等の通常の業

務処理を電子化するワークフロー機能等がある。Ｗｅｂ ブラウ

ザで利用できるようにした製品が主流。 

７２ コンパクトシティ Ｐ３９ 住まいや，職場，学校，病院等の様々な都市機能を，都市の中心

部に集めることで，市街地の活性化や行政コストの削減を図ると

ともに，住民の利便性を向上させようとする形態や考え方。 

７３ 電子図書館 Ｐ４２ インターネットを通じてお持ちのパソコンやタブレット，スマー

トフォン等から電子書籍を無料で借りて読むことができるサービ

ス。 

７４ 電子決裁 Ｐ４２ 電子決裁とは，書類や回議文書や帳票等の決裁のプロセスを電子

化し，パソコン上で事務処理を行うようにすること。申請者がパ

ソコン上で書類を作成し決裁プロセスを選択すると，決裁者にそ

の内容が送られパソコン上で参照・承認を行うことができる。 

７５ 文書管理システム Ｐ４２ 業務等に必要な文書等をデジタル（データ）化することで，検索

等を容易に行えるようにし，文書管理や業務の効率化が行えるシ

ステム。大量の紙資料の保管スペースの削減や長期的な保管，ま

た，契約書など文書そのものに使用期限が設定されている場合の

管理等にも効率化が図れる。 

７６ ＢＣＰ Ｐ４２ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｔｙ Ｐｌａｎの略で，事業

継続計画のこと。大災害や大事故，疫病の流行，犯罪被害，社会

的混乱等，通常業務の遂行が困難になる事態が発生した際に，事

業の継続や復旧を速やかに遂行するために策定される計画。 

７７ Ｉｎｓｔａｇｒ

ａｍ 

Ｐ４５ インスタグラム。モバイル端末で撮影した画像を手軽に加工して

共有できる，画像共有サービス，およびモバイルアプリの名称。

自分が撮影した画像を共有し，お気に入りのユーザーをフォロー

したり，評価・コメントを付けたりすることができる。共有でき

る画像は６１２ピクセル四方の正方形で統一されている。 

７８ デジタルサイネ

ージ 

Ｐ４５ デジタル技術を活用して平面ディスプレイやプロジェクタ等によ

って映像や文字を表示する情報・広告媒体。 

７９ ＰＰＰ Ｐ４７ Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐの略

で，公民連携のこと。公民が連携して公共サービスの提供を行う

仕組。 

８０ 地理情報システ

ムデータ 

Ｐ４７ 地理情報及び付加情報をコンピュータ上で作成・保存・利用・管

理・表示・検索するシステムのデータ。 
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８１ 電子マネー Ｐ５４ 一般的に，利用する前にチャージを行うプリペイド方式の電子的

な決済手段のこと。利用者は，電子的なデータのやり取りを通じ

て，現金（貨幣や紙幣）と同じように，モノを買ったりサービス

を受けたりすることができる。代表的な電子マネーに，鉄道会社

や小売流通企業が発行するものがある。 

８２ ＩＣタグ Ｐ５８ 電波によって直接接触する事無く，物の判別・管理をする仕組

み。データの記憶，読み取り，交信が可能で，極小のタグを取り

付けて利用することができる。 

８３ 輻輳 Ｐ６２ 物事が一か所に集中して，混みあう状態。通信分野では，電話回

線やインターネット回線へのアクセスが集中し，通話や通信が行

いにくい，又は，行えない状態。 

８４ 要配慮者 Ｐ６３ 主として高齢者，障がい者，乳幼児等など，特に配慮を要する人

のこと。 

８５ 要介護認定者 Ｐ６３ 介護保険制度の介護サービス等を受けるために要介護認定を受け

た人のこと。要介護状態の程度により，要支援１～要支援２，要

介護１～要介護５までの区分がある。 

８６ 避難行動要支援

者 

Ｐ６３ 要配慮者のうち，災害が発生し，又は発生するおそれがある場合

に自ら避難することが困難な者であって，避難の確保を図るため

に特に支援を要する在宅者のこと。（施設入所者等は含まない） 

８７ 財務会計システ

ム 

Ｐ６７ 財務会計処理をシステム化することにより，入力や管理の効率化

を図るシステム。市町村等の自治体が扱うシステムでは，予算編

成・執行管理・決算統計・公会計管理・固定資産管理等の機能が

システム化されている。 

８８ 電子契約サービ

ス 

Ｐ６７ 契約のなかで，合意成立の手段として，インターネットや専用回

線などの通信回線による情報交換を用い，かつ合意成立の証拠と

して，電子署名やタイムスタンプを付与した電子ファイルを利用

するサービス。 

８９ セキュアプリン

ト 

Ｐ６７ 印刷機に設けられたセキュリティ機能を活用して，印刷時に発生

するリスクを回避するための仕組。 

９０ 自治体クラウド Ｐ７３ 自治体が，住民情報等のデータ・システムを，民間のデータセン

ターに移し，クラウド上でシステムを利用できる環境のこと。 

複数の自治体でシステムを共同利用することで，コストを削減で

きるといったメリットがある。 

９１ 自治体情報シス

テムの標準化 

Ｐ７３ 自治体の情報システムは，これまで各団体が独自に発展させてき

た結果，システムの発注・維持管理や制度改正による改修対応等

各団体が個別に対応せざるを得ず，負担が大きい。また，自治体

クラウドによる共同利用を進めるに当たっては，団体間の情報シ

ステムの差異の調整が求められている。こうした課題を解消する

ために国が情報システムの標準仕様を策定し，各自治体は標準仕

様に準拠したシステムを利用することを指す。 
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なお，令和３年５月に公布された「地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律」において，各自治体は令和７年度末まで

に，標準準拠システムに移行することが義務化されている。 

９２ ＰＤＣＡ Ｐ７４ 事業活動における生産管理や品質管理等の管理業務を円滑に進め

る手法のこと。Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ

（評価）→Ａｃｔ（改善）の４段階を繰り返すことによって，業

務を継続的に改善すること。 

９３ テレワークシス

テム 

Ｐ７５ 自宅や外出先等の遠隔地のインターネット回線から，いつでも安

全に職場のネットワークに接続することができる仕組。 

９４ サテライトオフ

ィス 

Ｐ７５ 企業又は団体から離れた場所に設けたオフィスのこと。本社等を

中心と見たときに，衛星（サテライト）のように存在することか

ら命名されている。 

９５ リモートワーク

スペース 

Ｐ７５ リモートワークは，Remote（遠隔）と Work（働く）を組み合

わせた造語であり，オフィスから離れた遠隔地で働くための空間

のこと。 
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第３次常総市地域情報化計画策定経過 
 

期 日 経   過 

平成３０年 

４月２６日 

第１回常総市情報化推進本部会議の開催 

・第３次常総市地域情報化計画の策定について 

９月１４日 
第１回情報化計画検討グループの開催 

・本年度の予定，市民及び企業アンケートの設問検討について 

１０月１０日～ 

１０月２４日 

第３次常総市地域情報化計画策定に関する市民アンケート 

・市民のインターネットや情報機器の利用状況並びに本市の行政サービスの利

用状況や本市の情報化に対する意見などを伺い，今後の情報化の推進に役立

てていくための調査を実施 

※市民８００名（無作為抽出，１３歳以上の男女）に郵送  

⇒ 回答２４９名（３１．１％） 

１０月１０日～ 

１０月２４日 

第３次常総市地域情報化計画策定に関する企業アンケート 

・常総市内の工業団地内等に立地されている事業所及び医療・福祉施設等にお

ける情報化の現状や市に対するご意見等を伺い，今後の地域情報化の推進に

役立てていくための調査を実施 

※事業所等１５３社に郵送 

⇒ 回答８３社（５４．２％） 

１０月１８日～ 

１０月３１日 

第３次常総市地域情報化計画策定に関する職員アンケート 

・職員のＩＣＴスキルにおける現状の調査を実施 

※臨時職員・嘱託職員を含む全職員を対象 

１１月 ８日～ 

１１月１３日 

第３次常総市地域情報化計画に関する関係各課ヒアリング 

・現時点の課題や今後の在り方における調査を実施 ※２７課所等 

１１月１６日及び 

１１月１９日 

第３次常総市地域情報化計画策定に関する企業ヒアリング 

・常総市商工会及びＪＡ常総ひかりの情報化への現状及び課題の調査を実施 

１２月２５日 

第２回情報化計画検討グループの開催 

・市民及び企業アンケートの結果報告及び各施策目標設定の審議について 

・今後の予定について 

平成３１年 

１月１１日 

先進地視察（千葉市役所） 

・ちば市民協働レポート（ちばレポ）の稼働状況について 

２月 ７日 

第３回情報化推進本部会議の開催 

・第３次常総市地域情報化計画(案)について 

・意見公募（パブリックコメント）の実施について 

２月 ８日 

庁議報告 

・計画(案)の報告（全協案件）について 

・パブリックコメントの実施について 

２月１２日～ 

３月１３日 

第３次常総市地域情報化計画に関するパブリックコメントを実施  

※応募件数 ０件 

２月２７日 
議会議員全員協議会で説明 

・計画(案)の説明 

３月 
第４回情報化推進本部会議の開催 

・「第３次常総市地域情報化計画」決定 
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第３次常総市地域情報化計画 

（２０１９年度～２０２３年度） 

 

２０１９ 年 ３ 月 

常総市 市長公室 情報政策課 

🏣３０３－８５０１ 

茨城県常総市水海道諏訪町 ３２２２ 番地３ 

ＴＥＬ ０２９７－２３－２１１１（代表） 

 


